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概要 

魚種の特徴 

〔分類・形態〕 

 フグ目、フグ科に属し、学名は Takifugu rubripes。胸鰭上後方に白い縁取りのある黒い大き

な斑紋があり、紡錘形で背と腹側に小さな棘を密集させている。 

〔分布〕 

 日本、中国、韓国の沿岸を含む太平洋北西部に分布し(松原 1955)、日本海・東シナ海・瀬

戸内海系群は日本海、東シナ海、黄海、瀬戸内海に分布する。 

〔生態〕 

 寿命は 10 歳程度(尾串 1987, 岩政 1988)、成熟開始年齢は雄は 2 歳で、雌は 3 歳(藤田 1988)。

産卵期は 3 月下旬～6 月。本系群について特定もしくは推定されている産卵場は八郎潟周辺、

七尾湾、若狭湾、福岡湾、有明海、八代海、関門海峡、布刈瀬戸、備讃瀬戸で、朝鮮半島や中

国の沿岸にも産卵場があるとされる (Kusakabe et al. 1962, 日高ほか  1988, 藤田  1996, 

Katamachi et al. 2015)。春に発生した仔稚魚は産卵場周辺の成育場に留まった後、索餌域に移

動し、産卵期になると成熟個体が生まれた産卵場に回帰すると考えられている(Kusakabe et al. 

1962, 伊藤 1997, 伊藤ほか 1998, 佐藤ほか 1999, 松村 2006)。食性は、仔魚は動物プランク

トン、稚魚期は小型甲殻類、未成魚はいわし類やその他の幼魚、えび・かに類、成魚は魚類、

えび・かに類を捕食する(松浦 1997)。 

〔漁業〕 

 八郎潟周辺、七尾湾、若狭湾、福岡湾、有明海、八代海、関門海峡周辺、布刈瀬戸、備讃瀬

戸では、3〜6 月に 2 歳魚以上の親魚が定置網、釣り、その他の網によって漁獲され、7 月〜

翌年 1 月に 0 歳魚が定置網、小型底びき網漁業(以下、小底)、釣り、はえ縄によって漁獲され

る。日本海、東シナ海の沖合、豊後水道、紀伊水道では、12 月〜翌年 3 月に 0 歳魚以上がは

え縄によって漁獲される(天野・檜山 1996, 柴田ほか 1997, 伊藤・多部田 2000)。本種を主対

象として漁獲する日本海、東シナ海におけるはえ縄の操業は、1965 年以前には日本の沿岸域

に限られていたが、1965 年の日韓漁業協定以降、東シナ海、黄海へと漁場が拡大した。1977

年以降は、北朝鮮の 200 海里宣言によって北緯 38 度以北の海域に出漁ができなくなり、北緯

38 度以南の黄海、東シナ海、対馬海峡から山陰に至る海域が主漁場となった。新日韓漁業協

定(1999 年)、新日中漁業協定(2000 年)以降は九州・山口北西海域が主漁場となっている。 
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〔利用〕 

 市場価値が高く、刺身、鍋、唐揚げ等として供される。 

 

資源の状態 

 トラフグは重要な水産種であり、資源生態に関する知見は蓄積されており、資源評価の基

礎情報として利用可能である。漁獲量・努力量データの収集は毎年行われている。推定され

た年齢別漁獲尾数を用いて、コホート解析による資源評価が毎年実施されている。資源評価

の内容は公開の場を通じて利害関係者の諮問を受けて精緻化されている。下関唐戸魚市場の

内海産(主に瀬戸内海産)取扱量に基づいて、資源水準は低位と判断した。資源量の推移から資

源動向は減少と判断した。直近 5 年間のうち 4 年、漁獲量は ABClimit を上回っている。現状

の漁獲圧が続いた場合、資源量、親魚量は減少が続くと予測される。本系群では、資源評価

に応じた漁業管理方策、環境変化が及ぼす影響を考慮した漁業管理方策は策定されていない。 

 

海洋環境と生態系への配慮 

 東シナ海においてトラフグを漁獲する漁業による生態系への影響の把握に必要となる情報

については、当該海域は我が国周辺の多獲性浮魚類の重要な産卵海域、及び育成場であるこ

とから、海洋環境と生態系、魚類生産に関する研究の歴史は古い。海洋環境及び漁業資源に

関する調査が水産研究・教育機構、関係県の調査船によって毎年実施されている。ただし、

統計法に則り行政機関により県別・漁業種類別・魚種別漁獲量等は調査され公表されている

が、混獲や漁獲物組成に関する情報は十分得られていない。 

 評価対象種を漁獲する漁業による他魚種への影響のうち、混獲利用種については、はえ縄

はサバフグ、マフグで資源状態は懸念される状態と考えられた。釣りは魚種に対する選択制

が強く他魚種への影響は軽微と考えた。小底はマダイ、チダイ・キダイ、コウイカ、シログ

チ、タマガンゾウビラメ、メイタガレイ、カワハギ、コモンサカタザメ、アカエイ、トカゲエ

ソ、コクチフサカサゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マアジ、シロギス、ヒメジ、ヒラメ、ウマ

ヅラハギ、コモンフグとしたが、そのうちウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こう

いか類、その他ふぐ類では資源が懸念される状態にあった。小型定置網ではマアジ、ブリ、

アオリイカ、さば類、アカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモンフグ、カタクチイワシ、

スズキ、ムツ、ショウサイフグとしたが、そのうちカタクチイワシ、その他ふぐ類の資源が

懸念される状態であった。混獲非利用種については、はえ縄、釣りは漁具の選択性が比較的

高いと考えられることから目立った混獲非利用種はないと考えた。小底はミノカサゴ、テン

ジクダイ、クラカケトラギスとしたが、いずれの種も混獲のリスクは低かった。小型定置網

はゴンズイ、ネンブツダイ、クサフグ、ミズクラゲとしたが、いずれも混獲のリスクは低か
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った。対象海域に分布する希少種のうち、アカウミガメとアオウミガメは寿命が長いため中

程度の影響リスクが認められたが全体としては低いと考えられた。 

 食物網を通じたトラフグ漁獲の間接影響については、本種は毒を有する魚であるため、捕

食者はほぼ存在しないのではないかと考えられる。餌生物としては、カタクチイワシ、マイ

ワシ等の魚類、えび類、かに類が挙げられる。トラフグがいわし類の資源変動を引き起こし

ている可能性は低いと考えられる。トラフグとの関係は不明であるが、かに類の漁獲量が減

少傾向であった。競争種は近縁のサバフグ、マフグとした。これらの種はトラフグ同様、減

少傾向と見られた。 

 漁業による生態系全体への影響については、東シナ海区において平均栄養段階の大きな経

年変動が認められたが、浮魚の増減によるものであり、評価対象漁法による影響とは認めら

れなかった。海底環境への影響としては、小底の漁獲物平均栄養段階が長期的に増加してお

り、生態系構造の変化が認められた。水質への影響については、対象漁業からの排出物は適

切に管理されており、負荷は軽微であると判断された。大気環境への影響について、CO2排出

量は中程度と判断された。 

 

漁業の管理 

 とらふぐはえ縄漁業は、日本海、九州西海域では承認制、または届け出制、瀬戸内海海域

では県知事許可漁業でありインプット・コントロールが導入されている。日本海・九州西広

域漁業調整委員会指示、県ごとの海区漁業調整委員会指示、資源管理指針に基づく自主的措

置により、産卵親魚保護、小型魚の制限サイズの大型化、漁具規制、禁漁期間、禁漁海域の拡

大等が取り組まれている。種苗放流効果を高めるため瀬戸内海海域、九州海域は小型魚の買

い上げ・再放流試験、未成魚漁獲抑制等の具体的な資源管理措置を検討し、効果的な種苗放

流に係る手法の高度化に取り組んでいる。トラフグ資源の持続的利用に資する観点から漁業

者等による海底耕耘、海底清掃、藻場造成、藻場・干潟の保全等が取り組まれている。本系群

の生息域全体をカバーするトラフグの国際的な資源管理体制はないが、我が国に限定すると

生息域をカバーする管理体制が確立しており、関係県当局、水産庁取締本部福岡、神戸支部

が漁業取締を実施している。体長制限については取締当局のほか、水揚げ港、市場での漁協

職員、市場職員等による監視が可能である。各種委員会指示により制限に違反した場合は漁

業法により有効な罰則が科せられる。管理方策は毎年トラフグ資源管理検討会議で検討され

ており管理措置の効果を見ながら翌年の措置を検討することが可能であるが、本系群の資源

状態を見た場合、資源の状態に応じて順応的管理が機能しているとまではいえない。すべて

のはえ縄漁業者は特定でき、全員漁業者組織に加入しており漁業者組織は資源管理に影響力

を有している。評価対象県の漁業者組織は購買、販売、加工等の事業に取り組み、個別の漁
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業者では実施が困難な経営上の活動を実施し、水産資源の価値を最大化している。漁業関係

者は自主的あるいは公的な管理に主体的に参画し、あわせて種苗放流を行うことで資源回復

を図ることが幅広い利害関係者によって合意され、毎年協議する仕組みができている。種苗

放流の費用負担については、広域種の種苗放流に係る受益に見合った費用負担の実現に向け

た検討が行われており、一定の負担がなされている事例もある。 

 

地域の持続性 

 本系群は、はえ縄(山口県、愛媛県、福岡県、長崎県、大分県、熊本県)で大部分が獲られて

いる。漁業収入は中程度で推移し、収益率のトレンドは高く、漁業関係資産のトレンドはや

や低かった。経営の安定性については、収入の安定性は中程度で、漁獲量の安定性はやや低

かった。漁業者組織の財政状況は高かった。操業の安全性は高かった。地域雇用への貢献は

高い。労働条件の公平性については、漁業及び加工業で特段の問題はなかった。買受人は各

市場とも取扱数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引による競争原理は

概ね働いている。取引の公平性は確保されている。卸売市場整備計画により衛生管理が徹底

されており、 仕向けは高級食材である。先進技術導入と普及指導活動は概ね行われており、

物流システムは整っていた。水産業関係者の所得水準は高めであった。地域ごとに特色ある

漁具漁法が残されており、伝統的な加工技術や料理法がある。 

 

健康と安全・安心 

 トラフグは、魚介類のなかでもタンパク質含量の多い魚である。タンパク質は、筋肉等の

組織や酵素等の構成成分として重要な栄養成分のひとつである。旬は、産卵前の冬である。

この季節には身が美味しくなり、うま味と甘味があって絶品といわれる白子が大きくなる。

利用に際しての留意点は、フグ毒による食中毒防止である。提供する側は、食品衛生法及び

各都道府県の条例に従った処理や調理を行う。家庭では、自分で釣ったフグを調理する等の

素人調理は行わない、知人から譲り受けたフグは食べないなど、フグ調理の有資格者や認定

者によって処理や調理されたもの以外は食べないようにする。 
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1．資源の状態 

概要 
対象種の資源生物研究・モニタリング(1.1) 

 トラフグは重要な水産種であり、資源生態に関する調査研究は古くから積極的に進められ

蓄積されており、資源評価の基礎情報として利用可能である(1.1.1 3.5 点)。漁獲量・努力量

データの収集は毎年行われている(1.1.2 3.8 点)。漁業データ、科学調査データに基づき、年

齢別漁獲尾数が推定され、コホート解析による資源評価が毎年実施されている(1.1.3.1 4 点)。

資源評価の内容は公開の場を通じて利害関係者の諮問を受けて精緻化されている(1.1.3.2 5

点)。 

資源の水準・動向(1.2) 

 下関唐戸魚市場(株)の内海産(主に瀬戸内海産)取扱量に基づいて、資源水準は低位と判断し

た。資源量の推移から資源動向は減少と判断した(1.2.1 1 点)。 

漁業の影響(1.3) 

 2015～2019 漁期年の 5 年間のうち 4 年は漁獲量が ABClimit を上回っている。現状の F は

適正な漁獲圧とはいえない(1.3.1 1 点)。現状の漁獲圧が続くと資源量、親魚量は緩やかな減

少が続くと予測される(1.3.2 1 点)。日本海・東シナ海・瀬戸内海系群では、資源評価に応じ

た漁業管理方策、環境変化が及ぼす影響を考慮した漁業管理方策は策定されていない(1.3.3 

1、1.3.3.3 2 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象魚種の漁業と海域 

 はえ縄、定置網、釣り、敷網、小型底びき網によって行われている。対象海域はトラフグ日

本海・東シナ海・瀬戸内海系群の分布域である日本海北区、日本海西区、東シナ海区、瀬戸内

海区、太平洋南区とする。 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 漁獲統計資料については、「我が国周辺水域の漁業資源評価」において 2002 年以降のトラ

フグとしての漁獲統計が収集されている。 

③ 評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 水産庁の我が国周辺水域漁業資源評価等推進事業の一環として、水産研究・教育機構(以下、

水産機構)が府県の水産試験研究機関等と共同して実施した調査結果をもとに資源評価が実
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施され、その結果の報告は「我が国周辺水域の漁業資源評価」として印刷・公表されている。 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収集する。 

⑤ 評価対象魚種の生理・生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理・生態研究に関する論文・報告書を収集する。 
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1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには生活史や生態など、対象魚種の生物に関する基本的

情報が不可欠である(田中 1998)。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評価するために必要な、

生理・生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～1.1.1.4 の 4 項目について評価す

る。評価対象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・成長・寿命、③成熟と産卵の各項目とす

る。種苗放流を実施している魚種については、④種苗放流に必要な基礎情報も対象とする。

個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 本系群は日本海、東シナ海、黄海、瀬戸内海に分布する。春に発生した仔稚魚は産卵場周

辺を成育場とし、成長にともなって広域に移動する(伊藤 1997)。日本海沿岸や九州北西岸で

の発生群は、日本海、東シナ海、黄海へ移動し、瀬戸内海沿岸での発生群は、豊後水道以南、

紀伊水道以南、日本海、東シナ海、黄海へ移動する(伊藤 1997, 伊藤･多部田 2000)。産卵期に

なると成熟個体が生まれた産卵場に回帰すると考えられている(Kusakabe et al. 1962, 伊藤 

1997, 伊藤ほか 1998, 佐藤ほか 1999, 松村 2006)。環境要因による分布及び回遊の変化につ

いては不明である。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

生活史の一部

のステージに

おいて、把握

され、十分で

はないが、い

くつかの情報

が利用できる 

生活史のほぼ

全てのステー

ジにおいて把

握され、資源

評価に必要な

最低限の情報

がある 

生活史の一部のス

テージにおいて、

環境要因による変

化なども含め詳細

に把握され、精度

の高い情報が利用

できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 成長に雌雄差が見られ、寿命は 10 歳程度と報告されている(尾串 1987, 岩政 1988)。以上

より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域においてある

程度把握され、資源評

価に必要な最低限の情

報が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握さ

れ、精度の高い十分

な情報が利用できる 
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1.1.1.3 成熟と産卵 

 雄は 2 歳、雌は 3 歳で成熟する(藤田 1988)。主な産卵場は、八郎潟周辺、七尾湾、若狭湾、

福岡湾、有明海、八代海、関門海峡周辺、布刈瀬戸、備讃瀬戸とされ、朝鮮半島、中国沿岸に

も存在するとされる(Kusakabe et al. 1962, 日高ほか 1988, 藤田 1996, Katamachi et al. 2015)。

産卵は 3 月下旬に九州南部から始まり、水温の上昇とともに北上し、瀬戸内海での産卵期は

4〜5 月とされ、若狭湾、七尾湾では 4〜6 月とされる(藤田 1996, 伊藤ほか 1998)。産卵行動

等の生態は不明である。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

対象海域以外

など十分では

ないが、いく

つかの情報が

利用できる 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握さ

れ、精度の高い十分

な情報が利用できる 

 

1.1.1.4 種苗放流に必要な基礎情報 

 人工種苗の放流追跡用の標識として、耳石染色標識、胸鰭切除標識、焼印標識等が用いら

れている。種苗性については、トラフグの場合、好適な飼育状況を示すと考えられる尾鰭欠

損の度合いを指標としている。最適放流方法について、有明海では全長 3～100mm の放流群

を用いて 0 歳魚での漁獲回収による利益率について検討され、放流サイズは全長 75mm、放

流場所は諫早湾、有明海湾奥が最も効果的であった(松村 2005)。同様に、産卵回帰した親魚

3 歳以上魚でも放流サイズは全長 70mm 以上で湾奥放流群における漁獲回収が最も効果的で

あった。さらに、GSI(Gonadosomatic Index: 生殖腺重量指数)は天然魚と放流魚で差がなかった

(松村 2006)。放流適地としては、天然稚魚の分布が確認される海域であることを基本に、内

湾砂泥域の遠浅または干潟性の浅海、特に河口付近が好ましいと報告されている(山口県 

2012)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

把握され

ていない 

データはあ

るが分析さ

れていない 

適正放流数、放流適

地、放流サイズ等の利

用できる情報があり分

析が進められている 

適正放流数、放

流適地、放流サ

イズは経験的に

把握されている 

適正放流数、放流適

地、放流サイズは調

査・研究によって把

握されている 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査によって、対象魚種の把握並びに資

源管理の実施に必要な多数の有益な情報を得ることができる。モニタリング体制としての項

目並びに期間について、1.1.2.1～1.1.2.6 の 6 項目において資源評価の実施に必要な情報が整
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備されているかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁獲量の把握、③漁

獲実態調査、④水揚物の生物調査、である。種苗放流を実施している魚種については、⑤種

苗放流実績の把握、⑥天然魚と人工種苗の識別状況、についても対象とする。個別に採点し

た結果を単純平均して総合得点を算出する。ここでいう期間の長短とは、動向判断に必要な

5 年間または、3 世代時間(IUCN 2019)を目安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 水産機構と関係県により体長測定の調査が行われている(片町ほか 2020)。以上より 2 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

資源評価に必要

な短期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な短期間の十分

な情報が利用で

きる 

資源評価に必要

な長期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な長期間の十分

な情報が利用で

きる 

 

1.1.2.2 漁獲量の把握 

 2002 年漁期(4 月〜翌年 3 月)以降の漁獲量は、2002 年の 356 トンから減少傾向で 2018 年漁

期(4 月～翌年 3 月)は 184 トンであった(図 1.1.2.2)(片町ほか 2020)。以上より 4 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.1.2.2 

漁獲量の推移 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は不

明である 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間把握

できているが、総漁獲量に

ついては把握できていない 

総漁獲量が短

期間把握でき

ている 

総漁獲量が

長期間把握

できている 
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1.1.2.3 漁獲実態調査 

 九州・山口北西海域では、はえ縄により 9 月〜翌年 3 月に主に 1 歳魚以上が漁獲される。

漁獲努力量として、関係 5 県の 2005〜2018 年漁期における総針数を使用した。総針数は、

2005 年には 18 百万針から減少傾向で、2018 年は 10 百万針であった(図 1.1.2.3; 片町ほか 

2020)。以上より 4 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.1.2.3 九州・

山口北西海域のはえ

縄の針数の推移 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

分布域の一部に

ついて短期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる短期

間の情報が利用

できる 

分布域の一部に

ついて長期間の

情報が利用でき

る 

分布域の全体を

把握できる長期

間の情報が利用

できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 対象海域の主要な市場で、月別体長データ収集のための調査が府県、水産機構等により実

施されている(片町ほか 2020)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

分布域の一部につ

いて短期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる短期間の

情報が利用できる 

分布域の一部につ

いて長期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる長期間の

情報が利用できる 

 

1.1.2.5 種苗放流実績の把握 

 人工種苗放流尾数は毎年把握されている(水産研究･教育機構 2020)。本系群における人工種

苗の放流尾数は 1977 年漁期の 55 万尾から 2011 年漁期の 294 万尾まで増加傾向であったが、

放流魚の大型化や尾鰭の欠損防止を図った結果、2012 年漁期に 173 万尾に減少し、その後横

ばいで推移し、2017 年漁期は 173 万尾であった(片町ほか 2020)。以上より 5 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

放流実績等

の記録はほ

とんどない 

. 一部の項目、地

域、時期につい

ては、放流実績

等が記録されて

いない 

親魚の由来、親魚

数、放流数、放流サ

イズ、放流場所の大

部分は継続的に記録

されている 

対象資源について、親魚の

由来、親魚数、放流数、放

流サイズ、放流場所が全て

把握され継続的に記録され

ている 

 

1.1.2.6 天然魚と人工種苗の識別状況 

 放流魚の一部には、胸鰭切除、背部への焼印、アリザリン・コンプレクソンによる耳石染

色等の標識が施され、天然魚と識別されている。また、本種の人工種苗は放流前の高密度飼

育や餌不足が原因で噛み合い行動による尾鰭の欠損の有無も放流魚と天然魚の識別に用いら

れている。0 歳での放流魚の混入率は、各海域における 0 歳での混入率を海域ごとの 0 歳漁

獲尾数で加重平均して算出した。その結果、混入率は 2002 年漁期の 5%から 2012 年漁期まで

2010 年漁期の 37%をピークに上昇傾向であった後、2013～2014 年漁期は約 30%で推移し、

2015 年漁期に 12%まで急激に低下し、2016 年漁期から上昇傾向で 2018 年漁期は 29%と推定

された(片町ほか 2020)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

天然魚と放流魚

の識別が出来な

い状態である 

. 標識等により人工

種苗と天然種苗の

識別が可能である 

. 標識等により人工種苗の

放流履歴(年、場所等)ま

で把握可能である 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響により漁獲生物資源がどのように変化したかを把握し、ま

た、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析することであり、

資源(漁業)管理のための情報として非常に重要である(松宮 1996)。資源評価方法、資源評価結

果の客観性を 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 本系群の資源量は、日本海、東シナ海、瀬戸内海における 0～3 歳と 4 歳以上をプラスグル

ープとした 2002～2018 年漁期の年齢別漁獲尾数を用い、コホート解析により推定した(片町

ほか 2020)。以上より評価手法①により判定し、4 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量

推定の経年変

化により評価 

努力量情報を加える

など詳細に解析した

現存量推定の経年変

化により評価 
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② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

標準化を行うな

ど詳細に解析し

たCPUEの経年変

化により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の

経年変化から

評価または、

限定的な情報

に基づく評価 

. . 

④ . . . 分布域の一部で

の調査に基づき

資源評価が実施

されている 

分布域全体での調査

に基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.1.3.2 資源評価の客観性 

 水産庁の我が国周辺水域漁業資源評価等推進事業の参画機関である、水産機構及び都道府

県の水産試験研究機関等には解析及びデータを資源評価検討の場であるブロック資源評価会

議前に公開している。報告書作成過程では、複数の有識者による助言協力を仰ぎ、有識者の

意見にそった修正がブロックの資源評価会議でなされる。本系群は 8 月下旬に開催される瀬

戸内海ブロック資源評価会議でその資源評価案が議論される。資源評価への関心が高まって

いることを踏まえ、本会議は公開し一般傍聴を受け付けている。評価結果については、資源

評価の翌年度までにデータを含め、水産庁のホームページにて公開している。データや検討

の場が公開されており、資源評価手法並びに結果については複数の有識者による外部査読が

行われていることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場が

非公開であり、報告

書等の査読も行われ

ていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開

されており、資源評価手

法並びに結果については

外部査読が行われている 

 

1.1.4 種苗放流効果 

 第 7 次栽培漁業基本方針(水産庁 2017)によれば、放流種苗を成長後にすべて漁獲すること

を前提に放流を継続する従来の取り組みではなく、栽培漁業が沿岸資源の維持及び回復に確

実に寄与するよう親魚を獲り残して再生産を確保する資源造成型栽培漁業を推進することが

謳われている。ここでは従来の一代回収型としての栽培漁業(1.1.4.1)、及び資源造成型として

の栽培漁業の効果(1.1.4.2)について評価を行う。あわせて天然資源への影響(北田 2001)につい

ても評価を行う(1.1.4.3)。 



 
 

14

1.1.4.1 漁業生産面での効果把握 

 有明海では 1991～1995 年、1999～2002 年に当歳時の放流効果が推定され、漁獲回収金額は

1,461～10,050 千円、漁獲への貢献率は 5.2～44.2%であった(松村 2005)。また、産卵回帰した

放流魚の漁獲回収重量は 0～235.9kg、0～1,172 千円であった(松村 2006)。福岡県で放流した

山口県、福岡県、長崎県における、2000 年放流群の 1～3 歳時の漁獲回収金額は 3,209,853 円

であり、1997～1999 年放流群の 4～5 歳時の漁獲回収金額は 1,365,466 円であった(的場ほか 

2006)。山口県が 2006～2010 年に南風泊市場で調査した結果では、放流銘柄の取扱量が 22～

55 トン、取扱量全体における比率が 35～44%、取扱金額が 118～221 百万円、取扱金額におけ

る比率が 32～35%であった(山口県 2012)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

混入率、回収

率は調査され

ていない 

. 一定期間混入率、または回収

率が調査されているが、放流

効果は顕著とはいえない 

. 一定期間以上混入率または回

収率が調査されており、放流

効果が顕著に認められる 

 

1.1.4.2 資源造成面での効果把握 

 0 歳資源尾数に混入率を乗じて放流由来の 0 歳資源尾数を求め、0 歳資源尾数を天然魚と放

流魚に分離した結果、天然の 0 歳資源尾数は 2002 年漁期の 54 万尾から減少傾向で 2018 年漁

期は 9 万尾と推定された。放流由来の 0 歳資源尾数は 2002 年漁期の 3 万尾から 2010 年漁期

の 14 万尾まで増加傾向であったが、その後は減少傾向で 2018 年漁期は 3 万尾と推定された。

放流魚の漁獲加入までの生存率である添加効率は、放流由来の 0 歳資源尾数を放流尾数で除

して算出した。その結果、添加効率は 2002 年漁期の 0.017 から 2004 年漁期の 0.072 をピーク

に 2012 年漁期まで上昇傾向であったが、その後は低下傾向で 2018 年漁期は 0.019 と推定さ

れた(片町ほか 2020)。放流魚の再生産については、mtDNA 及び msDNA を用いて漁獲物を調

査した結果、有明海、瀬戸内海において放流魚の子供の存在が検出されている(松村 2006, 

2012, 片町ほか 2009)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲物中に人工

種苗が成長し親

魚になった個体

は見られない 

. 漁獲物中に人工種

苗が成長し親魚に

なった個体が時々

見られる 

漁獲物中に人工種

苗が成長し親魚に

なった個体が常に

見られる 

人工種苗が再生

産に寄与してい

ることが確認さ

れている 

 

1.1.4.3 天然資源に対する影響 

 放流魚の置き換えに関する調査は行われていない。以上より 1 点を配点する。 

 



 
 

15

1点 2点 3点 4点 5点 

放流魚による天然

資源の置き換えに

ついて調査されて

いない 

放流魚による天然資源の

置き換えについて調査

し、発生が疑われている 

. . 放流魚による天然資源の置

き換えについて調査し、発

生していないことが確認さ

れている 

 

1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1 対象種の資源水準と資源動向 

 下関唐戸魚市場(株)における本種の取扱量は長期の漁獲量指標かつ資源量指標のひとつで

あるが、1999 年以前の外海産には我が国の EEZ 及び領海以外での漁獲物が含まれる。そこ

で、資源水準は下関唐戸魚市場(株)の内海産(主に瀬戸内海産)取扱量によって判断した。ただ

し、この取扱量は漁獲努力量が考慮されていないため、取扱量が極端に多い 1984 年と 1987

年を除いて、0〜最大値(709 トン)で 3 等分し、236 トン未満を低位、236～471 トンを中位、

472 トン以上を高位と区分して決定した。2018 年漁期の取扱量は 18 トンであることから、資

源水準は低位と判断した(図 1.2.1)。資源動向は直近 5 年の資源量の推移から減少と判断した

(片町ほか 2020)。以上より評価手法②により判定し、1 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.2.1 下関唐

戸魚市場における

内海産の取扱量 

 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 限界管理基準値

以下 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・減少 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・横ばい 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・増加 

目標管理基準値

以上 

② 低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 

 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1
9
7
1

1
9
7
3

1
9
7
5

1
9
7
7

1
9
7
9

1
9
8
1

1
9
8
3

1
9
8
5

1
9
8
7

1
9
8
9

1
9
9
1

1
9
9
3

1
9
9
5

1
9
9
7

1
9
9
9

2
0
0
1

2
0
0
3

2
0
0
5

2
0
0
7

2
0
0
9

2
0
1
1

2
0
1
3

2
0
1
5

2
0
1
7下
関
唐
戸
魚
市
場
に
お
け
る
内
海
産

の
取
扱
量
(
ト
ン
)

漁期年(4〜翌年3月)



 
 

16

1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 2015～2019 漁期年のうち 2019 漁期年を除く 4 漁期年は、漁獲量が ABClimit を上回ってい

る。現状の F(2015～2017 年漁期の F の平均)は F30%SPR や Fmax より高く(片町ほか 2020)、

適正な漁獲圧とはいえない。以上より評価手法③により判定し、1 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① SBcur ≦ SBtarget 
Fcur ＞ Fmsy 

. SBcur ＞ SBtarget 
Fcur ＞ Fmsy または 
SBcur ≦ SBtarget 
Fcur ≦ Fmsy 

. SBcur ＞ SBtarget 
Fcur ≦ Fmsy 

② Bcur ≦ Blimit 
Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ＞ Flimit または 
Bcur ≦ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

③ Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

④ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

⑤ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 現状の漁獲圧が続くと、資源量、親魚量は減少が緩やかに続くと予測される(図 1.3.2; 片町

ほか 2020)。現状がすでに低位水準・減少傾向であるため資源枯渇のリスクは高いと考えられ

る。以上より評価手法②により判定し、1 点を配点する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1.3.2 現状の

漁獲圧が続いた場合の将来予測 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 

②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく、資源管理、漁業管理のための情報を増大

させる一環として位置づけられる(松宮 1996)。漁業管理方策策定における資源評価結果の反

映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 評価の結果を受けて ABC が設定されているが、その値が漁業管理方策には反映されていな

い。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲制御

規則はな

い 

漁獲制御規則が

あるが、漁業管

理には反映され

ていない 

. 漁獲制御規則があ

り、その一部は漁

業管理に反映され

ている 

漁獲制御規則があり、漁業管理

に十分反映されている。若しく

は資源状態が良好なため管理方

策は管理に反映されていない 

 

1.3.3.2 予防的措置の有無 

 我が国の資源管理のための漁業管理規則(harvest control rule)では、管理基準設定に際し不確

実性を考慮した管理基準が設定されているが、施策には反映されていない。以上より 2 点を

配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置が考

慮されていない 

予防的措置は考慮

されているが、漁

業管理には反映さ

れていない 

. 予防的措置は考慮され

ており、その一部は漁

業管理に十反映されて

いる 

予防的措置が考慮

されており、漁業

管理に十分反映さ

れている 

 

1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 トラフグ伊勢・三河湾系群については海洋環境と再生産成功率の関係が調べられているが

(青木ほか 2016)、本系群についてはそのような知見はない。また、近年の本系群の再生産成

功率は低下しているが、その要因が環境変化であるかについては不明である。以上より 2 点
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を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

環境変化の影

響について

は、調べられ

ていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影響

が把握されてい

るが、現在は考

慮されていない 

環境変化の影響

が把握され、一

応考慮されてい

る 

環境変化の影響

が把握され、十

分に考慮されて

いる 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 国の進める資源管理等において、漁獲物の体長制限と漁期規制等が行われているが、資源

評価に応じた漁業管理方策は策定されていない。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者の意

見は全く取り入れられていな

い、または、資源評価結果は

漁業管理へ反映されていない 

. 内部関係者の

検討により、

策定されてい

る 

外部専門家

を含めた検

討の場があ

る 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU 漁業などの考慮 

 本種の遊漁漁獲量はわずかである。我が国の管轄範囲内においては外国漁船による漁獲や

IUU 漁業に関して考慮する必要性が低いと考えられるが、本系群は他国との跨り資源である

ことを考慮し 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外国

漁船、IUUな

どの漁獲の

影響は考慮

されていな

い 

遊漁、外国漁

船、IUU漁業

による漁獲を

考慮した漁業

管理方策の提

案に向けた努

力がなされて

いる 

遊漁、外国漁

船、IUU漁業によ

る漁獲を考慮す

る必要があり、

一部に考慮した

漁業管理方策の

提案がなされて

いる 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁

獲を殆ど考慮する

必要がないか、も

しくは十分に考慮

した漁業管理方策

の提案がなされて

いる 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁

獲を考慮する必要

がないか、もしく

は完全に考慮した

漁業管理方策の提

案がなされている 
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2．海洋環境と生態系への配慮 

概要 

操業域の環境・生態系情報、科学調査、モニタリング(2.1) 

 東シナ海においてトラフグを漁獲する漁業による生態系への影響の把握に必要となる情報

について、東シナ海は、我が国周辺の多獲性浮魚類の重要な産卵海域、及び育成場であるこ

とから海洋環境と生態系、魚類生産に関する研究の歴史は古い(2.1.1 4 点)。生態系モデリ

ングに関する研究は未着手であるが、海洋環境及び漁業資源に関する調査が水産研究・教育

機構(以下、水産機構)、関係県の調査船によって毎年実施されている(2.1.2 4 点)。統計法

に則り行政機関により県別・漁業種類別・魚種別漁獲量等は調査され公表されているが、混

獲や漁獲物組成に関する情報は十分得られていない(2.1.3 3 点)。 

同時漁獲種への影響(2.2) 

評価対象種を漁獲する漁業による他魚種への影響について、混獲利用種は、はえ縄はサバ

フグ、マフグとし CA 評価の結果、資源状態は懸念される状態と考えられた。釣りは魚種に対

する選択制が強い漁法であると考えられるため、他魚種への影響は軽微と考えた。小型底び

き網漁業(以下、小底)ではマダイ、チダイ・キダイ、コウイカ、シログチ、タマガンゾウビラ

メ、メイタガレイ、カワハギ、コモンサカタザメ、アカエイ、トカゲエソ、コクチフサカサ

ゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マアジ、シロギス、ヒメジ、ヒラメ、ウマヅラハギ、コモンフ

グとしたが、そのうちウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こういか類、その他ふぐ

類では資源が懸念される状態にあった。小型定置網ではマアジ、ブリ、アオリイカ、さば類、

アカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモンフグ、カタクチイワシ、スズキ、ムツ、ショウ

サイフグとしたが、そのうちカタクチイワシ、その他ふぐ類の資源が懸念される状態であっ

た(2.2.1 はえ縄 2 点、釣り 4 点、小底 2 点、小型定置網 3 点、総合評価 2.5 点)。混獲非利用

種については、はえ縄、釣りは漁具の選択性が比較的高いと考えられることから目立った混

獲非利用種はないと考えた。小底はミノカサゴ、テンジクダイ、クラカケトラギスとしたが、

いずれの種も混獲のリスクは低いという結果であった。小型定置網はゴンズイ、ネンブツダ

イ、クサフグ、ミズクラゲとしたが、いずれも混獲のリスクは低いという評価であった(2.2.2

はえ縄､釣り､小底､小型定置網 4 点､総合評価は 4 点)。対象海域に分布する希少種のうち、ア

カウミガメとアオウミガメに中程度の影響リスクが認められたが全体としては低いと考えら

れた(2.2.3 4 点)。 

海洋環境・生態系への影響(2.3) 

食物網を通じたトラフグ漁獲の間接影響については、トラフグは毒を有する魚であるため、

捕食者はほぼ存在しないのではないかと考えられる(2.3.1.1 5 点)。餌生物としては、カタ
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クチイワシ、マイワシ等の魚類、えび類、かに類が挙げられる。トラフグがトップダウン的

にいわし類の資源変動を引き起こしている可能性は低いと考えられる。トラフグと資源変動

との関係は不明であるが、かに類の漁獲量が減少傾向であった(2.3.1.2 3 点)。競争種は近

縁のサバフグ、マフグとした。これらの種はトラフグ同様、減少傾向と見られた(2.3.1.3 2

点)。漁業による生態系全体への影響については、総漁獲量の低下が認められ、平均栄養段階

も大きく変動していたが、評価対象漁法によるトラフグの漁獲が要因とは認められなかった

(2.3.2 5 点)。海底環境への影響については漁獲物の平均栄養段階が増加傾向にあり、生態

系構造の変化が認められた(2.3.4 5 点)。水質環境への負荷は軽微であると判断される

(2.3.5 4 点)。大気環境への影響については、軽微であると判断された (2.3.6 4 点)。 

 

評価範囲 

① 評価対象漁業の特定 

トラフグの漁法別海域別漁獲量統計は存在しない。「九州・山口北西海域トラフグ資源回復計

画」(農林水産省 2010)によれば、トラフグの漁法は、九州・山口北西海域では主に浮縄、及

び底はえ縄、沿岸では定置網、底びき網、釣り、刺網とある。2018 年の東シナ海区における

ふぐ類漁獲量を見ると(農林水産省 2019)、「その他漁業」の 25％が不明なため、これを除い

て計算すると、その他はえ縄(49.7%)、その他釣り(14.4%)、小型定置網(9.5%)、小底(5.5%)で

ふぐ類漁獲量の 75％を超える。これら漁法は、上記資源回復計画の記述と一致するため、は

え縄、釣り、小型定置網、小底を評価対象とする。 

②  評価対象海域の特定 

片町ほか(2020)によるトラフグ県別漁獲量を見ると、山口県の日本海側を含む東シナ海区が

64.7％を占める。よって評価対象海域は東シナ海区とする。 

③ 評価対象漁業と生態系に関する情報の集約と記述 

1) 漁具、漁法 

・はえ縄：浮はえ縄と底はえ縄がある。浮はえ縄は浮標と幹縄をつなぐ浮標縄の長さは 15～

27m、針の数は 60 本。底はえ縄は浮標縄の長さは水深の 1.5～2 倍、針の数は 50～70 本であ

る。一鉢分の長さは 250～400m で、一度の操業で 50～80 鉢を使用する(金田 2005)。 

・釣り：鹿児島県では、餌を食わす一本釣りと、餌を付けた針の下に掛け針を下げた引っ掛

け釣りがある(鹿児島県 2000)。 

・小型定置網：海岸と直角に張った垣網で沖の身網部に魚を誘導し漁獲する設置性の漁具で

ある。小型定置網は身網部の水深が 27m 以浅である。 
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・小底：手繰 1 種、2 種、3 種及び板びきの 4 漁法がある(東海 1993)。手繰 1種は網口開口

装置を有しない「かけまわし」、手繰 2 種、3 種、板びきは開口装置としてビーム、桁及びオ

ッターボードを有する(東海 1993)。 

2) 船サイズ、操業隻数、総努力量 

・はえ縄：とらふぐはえ縄の 2009 年度の承認隻数(5 トン以上)、及び届け出隻数は以下のと

おり。10 トン以上：100、5～10 トン：132、3～5 トン：121、3 トン未満：12、合計 365 隻で

あった(農林水産省 2010)。総努力量は不明。 

・釣り：鹿児島県の引っ掛け釣りの例では 1.16 トン(鹿児島県 1987)。操業隻数、総努力量

は不明。 

・小型定置網：2018 年の東シナ海区における経営体数は 609、漁船のサイズは 3～5 トンが最

も多い(農林水産省 2019)。 

・小底：2018 年の東シナ海における経営体数は 972、漁船のサイズは 3～5 トンが最も多い(農

林水産省 2019)。 

 

3) 主要魚種の年間漁獲量 

2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による、東シナ海区における漁獲量上位の魚種は以

下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

さば類 122,166 27.9 

マアジ 53,897 12.3 

カタクチ 39,979 9.1 

ウルメイワシ 23,704 5.4 

マイワシ 22,874 5.2 

ぶり類 19,972 4.6 

総漁獲量 438,092 100 

 

4) 操業範囲：大海区、水深範囲 

・はえ縄：東シナ海区。以前は東シナ海・黄海を漁場としたが、新日韓(1999 年)･日中

(2000 年)漁業協定以降は我が国 EEZ 内に限られている(片町ほか 2020)。 

・釣り、小底、小型定置網：東シナ海区。沿岸域。 

5) 操業の時空間分布 

・はえ縄：12 月～翌年 3 月に 0 歳魚以上が漁獲される。九州・山口北西海域では 9 月～翌

年 3 月に主に 0 歳魚が漁獲される(片町ほか 2020)。 
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・釣り、小底、小型定置網：福岡湾、有明海、八代海等で 3～6 月に 2 歳以上の成熟個体が定

置網、釣り等で、7 月～翌年 1 月に 0 歳魚が定置網、小底、釣り、はえ縄で漁獲される(片

町ほか 2020)。 

6) 同時漁獲種 

・はえ縄：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における「その他のはえ

縄」の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

ぶり類 1,407 26.8 

チダイ・キダイ 407 7.8 

マダイ 405 7.7 

あまだい類 395 7.5 

ふぐ類 272 5.2 

総計 5,243 100 

ただし、魚種ごとに漁場、漁期、設置水深、針の大きさ等が異なると考えられるため、これら

の魚種がトラフグはえ縄の混獲種ということではない。ふぐはえ縄の専業船については、季

節・漁場等によりサバフグ、マフグ等を対象としているとされる(農林水産省 2010)。 

・釣り：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における「その他の釣」

の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

ぶり類 1,708 19.0 

イサキ 803 8.9 

マダイ 670 7.4 

マアジ 607 6.7 

キハダ 549 6.1 

さば類 497 5.5 

サワラ 289 3.2 

総計 9,011 100 

ただし、はえ縄同様魚種ごとに漁場、漁期、漁法、針の大きさ等が異なると考えられるため、

これらの魚種がトラフグ釣りの混獲種ということではない。 

・小底：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における小底の漁獲量上

位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

その他のえび類 543 13.2 

マダイ 330 8.0 

チダイ・キダイ 259 6.3 

その他のいか類 175 4.2 

総計 4,124 100 

 

・小型定置網：2018 年農林水産統計(農林水産省 2019)による東シナ海区における小型定置
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網の漁獲量上位の魚種は以下に示すとおりである。 

 魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

マアジ 2,172 20.6 

ブリ 1,690 16.0 

その他のいか類 925 8.8 

さば類 584 5.5 

総計 10,553 100 

以上の表で、「その他のえび類」とはイセエビ、クルマエビ以外のえび類、「その他のいか類」

とはスルメイカ、アカイカ以外のいか類である。 

以上の農林水産統計では主要な魚種しか特定されないが、小底と小型定置網では漁獲量が第

1 位の種が全体のそれぞれ 13.2％(その他のえび類)、20.6％(マアジ)と低く、漁獲物の多様

性が高いと考えられる。そこで山口県響灘における小底、並びに小型定置網の漁獲物調査か

ら(土井ほか 2015a,b)、小底､小型定置網の漁獲物の中で出現頻度が比較的高い生物を以下に

列挙する｡頻度の欄で､++は頻繁､+はやや頻繁､-は普通である｡稀、やや稀とされる種は省略し

た。利用種、非利用種については、対象種のサイズ等を基に事務局の判断で分別した。表中

種名が太字になっている種は農林水産統計での漁獲量も多い種(類)である。 

○小底 (++: 頻繁､+: やや頻繁､-: 普通) 

 魚種名 頻度 利用種 非利用種 

マダイ ++ - 
 

シログチ ++ - 
 

タマガンゾウビラメ ++ - 
 

メイタガレイ ++ - 
 

カワハギ ++ - 
 

コモンサカタザメ + - 
 

アカエイ + - 
 

トカゲエソ + - 
 

ミノカサゴ + 
 

- 

コクチフサカサゴ + - 
 

オニオコゼ + - 
 

トカゲゴチ + - 
 

テンジクダイ + 
 

- 

マアジ + - 
 

シロギス + - 
 

ヒメジ + - 
 

クラカケトラギス + 
 

- 

ヒラメ + - 
 

ウマヅラハギ + - 
 

コモンフグ + - 
 

コウイカ + - 
 

以上を参考にすると、農林水産統計で上位の「その他のいか類」はコウイカが主ではないか

と考えられる。 
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○小型定置網(++: 頻繁､+: やや頻繁､-: 普通) 

 魚種名 頻度 利用種 非利用種 

アカエイ ++ -  

マアジ ++ -  

マダイ ++ -  

ヒラメ ++ -  

カワハギ ++ -  

コモンフグ ++ -  

アオリイカ ++   

カタクチイワシ + -  

ゴンズイ +  - 

スズキ + -  

ネンブツダイ +  - 

ムツ + -  

ブリ + -  

ショウサイフグ + -  

クサフグ +  - 

ミズクラゲ +  - 

以上を参考にすると、農林水産統計で上位の「その他のいか類」はアオリイカが主ではない

かと考えられる。 

7) 希少種 

環境省レッドデータブックを根拠とした。環境省による 2020 年レッドデータブック(環境省

2020a)掲載種の中で、生息環境が東シナ海区と重複する動物は以下のとおりである。 

爬虫類 

  アカウミガメ(EN)、アオウミガメ(VU) 

鳥類 

ウミスズメ(CR)、アカアシカツオドリ(EN)、ヒメクロウミツバメ(VU)、コアジサシ

(VU)、ベニアジサシ(VU)、エリグロアジサシ(VU)、カンムリウミスズメ(VU)、ズグ

ロカモメ(VU)  
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2.1 操業域の環境・生態系情報，科学調査，モニタリング 

2.1.1 基盤情報の蓄積 

評価対象水域である東シナ海は、我が国周辺の多獲性浮魚類の重要な産卵海域及び育成場

であることから農林水産省農林水産技術会議委託プロジェクト研究「海洋生物資源の変動要

因の解明と高精度変動予測技術の開発」(2000～2006 年)の対象海域となる(農林水産技術会

議事務局 2008)など、海洋環境と生態系、魚類生産に関する研究の歴史は古い。したがって

4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報は

ない 

 部分的だが利

用できる情報

がある 

リスクベース評価

を実施できる情報

がある 

現場観測による時系列データや生

態系モデルに基づく評価を実施で

きるだけの情報が揃っている 

 

2.1.2 科学調査の実施 

当該海域では生態系モデリングに関する研究は未着手であるが、海洋環境及び漁業資源に

関する調査が水産機構の調査船によって毎年実施されている。その規模は平成 28 年度では、

当該海域に関係する卵稚仔調査、浮魚類調査、底魚類調査、大型くらげ類調査で 10 航海(延

べ 122 日)実施された(水産機構 内部資料)。また沿岸各県によって毎月水温、塩分等の定線

観測が実施されている(山口県水産研究センター外海研究部 2020, 福岡県水産海洋技術セン

ター 2020, 長崎県総合水産試験場 2020, 熊本県水産研究センター 2020)。したがって 4 点

とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

科学調査は

実施されて

いない 

 海洋環境や生態系につい

て部分的・不定期的に調

査が実施されている 

海洋環境や生態系に関

する一通りの調査が定

期的に実施されている 

海洋環境モニタリングや生

態系モデリングに応用可能

な調査が継続されている 

 

2.1.3 漁業活動を通じた海洋環境・生態系のモニタリング 

統計法に則り行政機関により県別・漁業種類別・魚種別漁獲量等が調査され公表されてい

る。しかし、これだけでは混獲や漁獲物組成に関する情報は十分得られていないため 3 点と

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業活動から

情報は収集さ

れていない 

 混獲や漁獲物組成等

について部分的な情

報を収集可能である 

混獲や漁獲物組成等

に関して代表性のあ

る一通りの情報を収

集可能である 

漁業を通じて海洋環境や生

態系の状態をモニタリング

できる体制があり、順応的

管理に応用可能である 
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2.2 同時漁獲種への影響 

2.2.1 混獲利用種への影響 

・はえ縄 

 ふぐはえ縄の専業船がトラフグ以外に漁獲するとされるサバフグ属フグ、マフグを混獲利

用種とする。サバフグ属フグ、マフグは福岡市中央卸売市場におけるさばふぐ類、なめらふ

ぐ類の取扱量を用いて CA 評価を行った。 

はえ縄混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 はえ縄 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 サバフグ属フグ、マフグ 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 2 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 サバフグ属フグ、マフグともに市場での取扱量が減少していることから2点とする。 

評価根拠 

福岡市中央卸売市場で取り扱われたさばふぐ類(サバフグ属フグとみなす)、なめら

ふぐ類(マフグとみなす)の量は図2.2.1aのとおりである(福岡市農林水産局 

2021)。図には同時に同市場で扱ったとらふぐ類の量も示す。 

 
 図2.2.1a 福岡市中央卸売市場 ふぐ類取扱量 

 

図を見るとさばふぐ類、なめらふぐ類の取扱量ともに長期的に見て減少傾向であ

る。ちなみにトラフグについては、日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源状態は

低位・減少傾向とされている(片町ほか 2020)。 

混獲利用種とみなしたサバフグ属フグ、マフグともに長期的に見て市場の取扱量が

減少傾向であることから、資源状態も懸念される状態と考え2点とする。 
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 釣りにおける混獲利用種は不明であるが、規模が網漁業、はえ縄に比べ大きくないと考え

られ、魚種に対する選択制が強い漁法であると考えられるため、他魚種への影響は軽微と考

え 4 点とする。 

・小底 

東シナ海区において農林水産統計で漁獲量が上位のその他のえび類、マダイ、チダイ・キ

ダイ、その他のいか類(コウイカとする)のほか、山口県響灘での調査結果(土井ほか 2015a)

から頻繁、やや頻繁とされるシログチ、タマガンゾウビラメ、メイタガレイ、カワハギ、コモ

ンサカタザメ、アカエイ、トカゲエソ、コクチフサカサゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マア

ジ、シロギス、ヒメジ、ヒラメ、ウマヅラハギ、コモンフグを混獲利用種と考えた。このう

ち、マダイ、メイタガレイ(かれい類)、トカゲエソ(えそ類)、マアジ、ヒラメ、ウマヅラハギ

は資源評価結果を利用、えび類、チダイ・キダイは農林水産統計を利用、シログチ(ぐち類)、

カワハギ(かわはぎ類)、コモンサカタザメ(えい類)、アカエイ(えい類)、コクチフサカサゴ

(かさご類)、オニオコゼ(かさご類)、トカゲゴチ(こち類)、シロギス(きす類)、コモンフグ

(その他ふぐ類)、コウイカ(こういか類)は福岡市中央卸売市場取扱量を、それぞれ利用して

CA 評価を行い、タマガンゾウビラメ、ヒメジについては生産性等の生物特性を基に PSA 評価

を行った。トラフグは 9 月～翌年 5 月に漁獲対象となるが、全魚種とも季節を問わず年間で

の漁獲量を用いる。 

 

小底混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 小底 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 

マダイ、チダイ・キダイ、シログチ、メイタガレイ、カワハギ、コモンサカタザ

メ、アカエイ、トカゲエソ、コクチフサカサゴ、オニオコゼ、トカゲゴチ、マア

ジ、シロギス、ヒラメ、ウマヅラハギ、コモンフグ、コウイカ、その他のえび類

(イセエビ、クルマエビ以外) 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 2 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 
ウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こういか類、その他ふぐ類で資源状

態が懸念されるか減少傾向が見られるため2点とする。 

評価根拠 

マダイ(日本海西部・東シナ海系群)、マアジ(対馬暖流系群)、ヒラメ(日本海西

部・東シナ海系群)、ウマヅラハギ(日本海・東シナ海系群)については単独で、メ

イタガレイ、トカゲエソについては、かれい類(東シナ海)、えそ類(東シナ海)とし

て評価されている。その結果は以下のとおりである。 

 

・マダイ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、
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2025年の親魚量、資源量は増加するとされる(中川・吉村 2020a)。 

・マアジ対馬暖流系群：コホート解析による1973年以降の資源量評価結果から資源

の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、2025年の親魚

量、資源量は増加するとされる(依田ほか 2020)。 

・ヒラメ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は横ばいとされ、現状の漁獲圧が続いた場合、

2025年の親魚量、資源量はやや増加するとされる(中川・吉村 2020b)。 

・ウマヅラハギ日本海・東シナ海系群：中国・韓国のかわはぎ類の漁獲量(ウマヅ

ラハギが大半を占める) から判断した資源水準は低位、定置網漁業のCPUEから判断

した資源動向は横ばいとされた(酒井ほか 2020)。 

・かれい類 東シナ海：メイタガレイのほかにムシガレイ、ナガレメイタガレイを

含むかれい類について、MARSSモデルで解析した資源水準は低位・動向は横ばいと

される(青沼ほか 2020)。 

・えそ類 東シナ海：トカゲエソのほかにワニエソ、マエソ、クロエソ等を含むえ

そ類について、MARSSモデルで解析した資源水準は低位・動向は横ばいとされる(青

沼ほか 2020)。 

 

チダイ・キダイ、その他えび類(イセエビ、クルマエビ以外のえび類)については、

農林水産統計による漁獲量の変動を示す(図2.2.1b)。 

 
 図2.2.1b 農林水産統計による東シナ海区での漁獲量 

 

図には、中位・増加傾向とされるマダイの東シナ海区の漁獲量も示した。 

長期的にみてもマダイは緩やかに増加傾向を示している。チダイ・キダイは緩やか

に減少傾向を示しているが資源状態が懸念される減少傾向とは考えられない。その

他のえび類は2012年までは横ばいであったが、その後、増加傾向を示している。 

 

シログチ(ぐち類)、カワハギ(かわはぎ類)、コモンサカタザメ・アカエイ(えい

類)、コクチフサカサゴ・オニオコゼ(かさご類)、トカゲゴチ(こち類)、シロギス

(きす類)、コモンフグ(その他ふぐ類)、コウイカ(こういか類)については、福岡市

中央卸売市場における取扱量(福岡市農林水産局 2021)を東シナ海における漁獲量

の指標とみて採用した。カッコ内が統計情報における呼称である。その他ふぐ類と

は、さばふぐ類、とらふぐ類、なめらふぐ類、なごやふぐ類以外のフグである。 

 

図を見ると、明らかに増加傾向の種は見当たらず、かわはぎ類、ぐち類(図2.2.1c-
1)、こち類、えい類(図2.2.1c-2)は定向的な変化は見られず、かさご類、こういか類

(図2.2.1c-1)、その他ふぐ類(図2.2.1c-2)は明瞭に減少傾向が見られる。 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

2003 2008 2013 2018

漁
獲

量
(ト

ン
)

年

ﾁﾀﾞｲ･ｷﾀﾞｲ その他えび マダイ



 
 

31

 
  図2.2.1c-1 福岡市中央卸売市場での取扱量(1) 

 
  図2.2.1c-2 福岡市中央卸売市場での取扱量(2) 

 

 タマガンゾウビラメ、ヒメジについては、豊度に関する時系列データがなかったため PSA

評価を行いリスクは中程度という結果であった(表 2.2.1a-1, 表 2.2.1a-2)。 

表2.2.1a-1 小底混獲利用種のPSA評価 
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成
熟
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熟
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度
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性
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死
亡

率

S
ス
コ
ア
総
合

点
（
幾
何

平
均

）

PSA
スコア

リスク区分

タマガンゾウビラメ 脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.43 2 3 2 3 2.45 2.84 中程度
ヒメジ 脊椎動物 1 1 2 1 1 1 2 - 1.29 2 3 2 3 2.45 2.77 中程度

2.80 中程度

対象漁業 小型底びき網

対象海域 東シナ海区

PSAスコア全体平均
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表2.2.1a-2 混獲利用種の生産性に関する生物特性値 

 魚種名 成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵数

／年 

最大

体長 

成熟

体長 

繁殖戦

略 

栄養

段階 

出典 

タマガンゾウビラ

メ 

1年 10年
未満? 

100～
20,000(?) 

21cm 11cm 分離浮

性卵 
3.5 落合･田中 

(1998) 

ヒメジ 0.7年 10年
未満? 

100～
20,000(?) 

20cm 9cm 分離浮

性卵 
3 石田 (1986), 橋

本ほか (1985) 

 

なお、採点要領は表 2.2.1b のとおりである。 

表2.2.1b PSA評価採点 

  P(生産性スコア) 1(高生産性) 2(中生産性) 3(低生産性) 

P1 成熟開始年齢 < 5年 5-15年 > 15年 

P2 最高年齢(平均) < 10歳 10-25歳 > 25歳 

P3 抱卵数 > 20,000卵／年 100-20,000卵／年 < 100卵／年 

P4 最大体長(平均) < 100 cm 100-300 cm > 300 cm 

P5 成熟体長(平均) < 40 cm 40-200 cm > 200 cm 

P6 繁殖戦略 浮性卵放卵型 沈性卵産み付け型 胎生・卵胎生 

P7 栄養段階 < 2.75 2.75-3.25 > 3.25 

P8 密度依存性 (無脊椎動

物のみ適用) 

低密度における補償

作用が認められる 

密度補償作用は認

められない 

低密度における逆補償作

用(アリー効果)が認めら

れる 

P Pスコア総合点 算術平均により計算する =(P1+P2+…Pn)/n 

  S(感受性スコア) 1(低感受性) 2(中感受性) 3(高感受性) 

S1 水平分布重複度 < 10 % 10-30 % > 30% 

S2 鉛直分布重複度 漁具との遭遇確率

は低い 

漁具との遭遇確率

は中程度 

漁具との遭遇確率は高

い 

S3 漁具の選択性 成熟年齢以下の個

体は漁獲されにく

い 

成熟年齢以下の個

体が一般的に漁獲

される 

成熟年齢以下の個体が

頻繁に漁獲される 

S4 遭遇後死亡率 漁獲後放流された

個体の多くが生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後放流された

個体の一部が生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後保持される，も

しくは漁獲後放流され

ても大半が死亡する 

S Sスコア総合点 幾何平均により計算する '=(S1*S2*...Sn)^(1/n) 

  PSAスコア < 2.64 低い 2.64-3.18 中程度 > 3.18 高い 

  PSAスコア総合点 PとSのユークリッド距離として計算する '=SQRT(P^2 +S^2) 

  全体評価 PSAスコア全体平均値及び高リスク種の有無に基づき評価する 

以上のとおり、評価した魚種の中で、ウマヅラハギ、かれい類、えそ類、かさご類、こうい

か類、その他ふぐ類では資源状態が懸念される、あるいは定向的な減少傾向が見られるため、

小底の総合評価は 2 点とする。 

・小型定置網 

東シナ海区において農林水産統計で漁獲量が上位のマアジ、ブリ、その他のいか類(アオリ

イカとする)、さば類のほか、山口県響灘での調査結果(土井ほか 2015b)から頻繁、やや頻繁

とされるアカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモンフグ、カタクチイワシ、スズキ、ム

ツ、ショウサイフグを混獲利用種と考え CA 評価を行った。トラフグ漁期は 9 月～翌年 5 月で
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あるが、全魚種とも季節を問わず年間での漁獲量を用いた。 

小型定置網混獲利用種に対するCA評価 

評価対象漁業 小型定置網 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 
マアジ、ブリ、アオリイカ、さば類、アカエイ、マダイ、ヒラメ、カワハギ、コモ

ンフグ、カタクチイワシ、スズキ、ムツ、ショウサイフグ 

評価項目番号 2.2.1 

評価項目 混獲利用種への影響 

評価対象要素 

資源量 3 

再生産能力  

年齢・サイズ組成  

分布域  

その他：  

評価根拠概要 
カタクチイワシの資源状態が懸念され、その他ふぐ類の市場での取扱量が

減少傾向であったため3点とする。 

評価根拠 

マアジ(対馬暖流系群)、ブリ、さば類(マサバ(対馬暖流系群)、ゴマサバ(東シナ海

系群))、マダイ(日本海西部・東シナ海系群)、ヒラメ(日本海西部・東シナ海系

群)、カタクチイワシ(対馬暖流系群)については資源評価が行われている。その結

果は以下のとおりである。 

 

・マアジ対馬暖流系群：コホート解析による1973年以降の資源量評価結果から資源

の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、2025年の親魚

量、資源量は増加するとされる(依田ほか 2020)。 

・ブリ：我が国周辺で1系群である。1952年以降の定置網の漁獲量から2018年の資

源水準は高位、コホート解析による最近5年間(2014～2018年)の資源量の推移か

ら、資源動向を減少と判断した。現状の漁獲圧が続いた場合、親魚量は減少傾向

が続くと予測される(久保田ほか 2020)。 

・マサバ対馬暖流系群：1973年以降の資源量評価結果から、資源の水準は、限界管

理基準値は上回っているが、目標管理基準値(SBmsy)は下回っている

(SB2018/SBmsy=238/310(千トン))。F2018はFmsyの1.24倍であるが、資源の動向

は増加傾向である(安田ほか 2020)。 

・ゴマサバ東シナ海系群：1992年以降の資源量評価結果から、資源の水準は、限界

管理基準値は上回っているが、SBmsyは下回っている(SB2018/SBmsy=87/109(千ト

ン))。F2018はFmsyの2.40倍であるが、資源の動向は増加傾向である(林ほか 

2020)。 

・マダイ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、

2025年の親魚量、資源量は増加するとされる(中川・吉村 2020a)。 

・ヒラメ日本海西部・東シナ海系群：コホート解析による1986年以降の資源量評価

結果から資源の水準は中位、動向は横ばいとされ、現状の漁獲圧が続いた場合、

2025年の親魚量、資源量はやや増加するとされる(中川・吉村 2020b)。 

・カタクチイワシ対馬暖流系群：コホート解析により1977～2018年の資源量を推定

し、資源水準は低位、動向は減少とした。現状の漁獲圧が続く場合、2025年の資源

量、親魚量は大きく減少するとされた(黒田ほか 2020)。 

 

スズキについては、農林水産統計による漁獲量の変動を示す(図2.2.1d)。 

すずき類をスズキと見なせば、その漁獲量は近年は緩やかに減少傾向を示している

が、資源状態が懸念されるほどの減少率とはいえないであろう。 

アカエイ(えい類)、カワハギ(かわはぎ類)、コモンフグ・ショウサイフグ(その他ふ

ぐ類)、ムツ(むつ類)については、福岡市中央卸売市場における取扱量(福岡市農林
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水産局 2021)を東シナ海における漁獲量の指標とみて採用した。カッコ内が福岡市

の統計情報における呼称である。その他ふぐ類とは、さばふぐ類、とらふぐ類、な

めらふぐ類、なごやふぐ類以外のフグである。かわはぎ類、えい類、その他ふぐ類

については、小底の項で出たので図は省略するが、かわはぎ類(図2.2.1c-1)、えい類

(図2.2.1c-2)は定向的な変化は見られず、その他ふぐ類(図2.2.1c-2)は減少傾向が見ら

れる。ムツ(むつ類)の取扱量は図2.2.1eに示すが近年は横ばい状態で、資源が懸念さ

れる状態ではない。 

 
  図2.2.1d 農林水産統計による東シナ海区におけるすずき類漁獲量 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図2.2.1e 福岡市中央卸売市場でのむつ類取扱量 
 
以上のとおり、カタクチイワシの資源状態が懸念され、その他ふぐ類の市場

での取扱量が減少傾向であったため3点とする。 

 

アオリイカについては、豊度に関する時系列データがなかったため PSA 評価を行い、リス

クは中程度という結果であった(表 2.2.1c-1, 表 2.2.1c-2)。この結果、小型定置網は、総合

評価は 3 点とする。 
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表2.2.1c-1 小型定置網混獲利用種のPSA評価 

 
表2.2.1c-2. 混獲利用種の生産性に関する生物特性値 
  成熟開

始年齢 
最大

年齢 
抱卵数/年 最大

体長 
成熟

体長 
繁殖戦略 栄養段

階TL 
密度依存性

(無脊椎) 
出

典 
アオリイカ 1年 6年 700～

1,400 
40cm 40cm

以下 
沈着粘性卵 4 不明 * 

＊日本水産資源保護協会(1983) 

 

以上のとおり、はえ縄 2 点､釣り 4 点､小底 2 点､小型定置網 3 点となったため､漁獲量によ

る重み付け平均値(2.48)を基に 2 点とする｡ 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲利用種の中に

資源状態が悪い種

もしくは混獲によ

る悪影響のリスク

が懸念される種が

多く含まれる 

混獲利用種の中に混獲によ

る資源への悪影響が懸念さ

れる種が少数含まれる。CA

やPSAにおいて悪影響のリ

スクは総合的に低いが、悪

影響が懸念される種が少数

含まれる 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が含ま

れない 

個別資源評価に基

づき、混獲利用種

の資源状態は良好

であり、混獲利用

種は不可逆的な悪

影響を受けていな

いと判断される 

 

2.2.2 混獲非利用種への影響 

・はえ縄 

 漁法の選択性が比較的高いことから、目立った混獲非利用種はないと考え 4 点とする。 

・釣り 

 はえ縄同様、漁法の選択性が高いと考えられることから目立った混獲非利用種はないと考

え 4 点とする。 

・小底 

 山口県響灘での調査結果より(土井ほか 2015a)、③ 6)に示した小底での漁獲種のうち頻

繁、かなり頻繁とされる種で非利用種と考えられるミノカサゴ、テンジクダイ、クラカケト

ラギスに対し PSA 評価を行い、いずれの種もリスクは低いという結果であった(表 2.2.2a-1, 表

2.2.2a-2)。 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟

開
始

年
齢

最
高
年

齢

抱
卵

数

最
大
体

長

成
熟
体

長

繁
殖
戦

略

栄
養
段

階

密
度
依

存
性

P
ス
コ
ア
総

合
点

（
算

術
平

均
）

水
平

分
布

重
複

度

鉛
直

分
布

重
複

度

漁
具

の
選

択
性

遭
遇

後
死

亡
率

S
ス
コ
ア
総

合
点

（
幾

何
平

均
）

PSA
スコア

リスク区分

アオリイカ 無脊椎動物 1 1 2 1 1 2 3 3 2.00 2 3 2 3 2.45 3.16 中程度

3.16 中程度

対象漁業 小型定置網

対象海域 東シナ海

PSAスコア全体平均
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表2.2.2a-1 小底 混獲非利用種のPSA評価 

 

表2.2.2a-2 混獲非利用種の生産性に関する生物特性値 

  成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵数/年 最大

体長 

成熟体

長 

繁殖戦

略 

栄養段

階TL 

密度依

存性* 

出典 

ミノカサゴ

(一部カサ

ゴで代用) 

2 8 5,000~ 
15,000 

27 20> 凝集浮

性卵 
3.5   水戸･内田

(1958), ** 

テンジクダ

イ 

1 5 100<(?) 7.8cm 7.8cm> マウス

ブリー

ダー 

3(?)   山田(1957), 
Kume et al. 
(2003) 

クラカケト

ラギス 

5>(?) 10> 
(?) 

20,000<(?) 20cm 20cm> 分離浮

性卵 
3.5   水戸(1956), 

多紀ほか
(2005) 

* 無脊椎動物のみ 
** 神港魚類株式会社 (2020) 

 
・小型定置網 

 山口県響灘での調査結果(土井ほか 2015b)より、③ 6)に示した小型定置網での漁獲種のう

ち頻繁、かなり頻繁とされる種で非利用種と考えられるゴンズイ、ネンブツダイ、クサフグ、

ミズクラゲについて PSA 評価を行い、いずれの種もリスクは低いという結果であった(表

2.2.2b-1, 表 2.2.2b-2)。 

表2.2.2b-1 小型定置網 混獲非利用種のPSA評価 

 

 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟

開
始

年
齢

最
高
年

齢

抱
卵

数

最
大
体

長

成
熟
体

長

繁
殖
戦

略

栄
養
段

階

密
度
依

存
性

P
ス
コ
ア
総

合
点

（
算

術
平

均
）

水
平

分
布

重
複

度

鉛
直

分
布

重
複

度

漁
具

の
選

択
性

遭
遇

後
死

亡
率

S
ス
コ
ア
総

合
点

（
幾

何
平

均
）

PSA
スコア

リスク区分

ゴンズイ 脊椎動物 1 1 2 1 1 2 3 - 1.57 2 3 1 3 2.06 2.59 低い
ネンブツダイ 脊椎動物 1 1 2 1 1 3 2 - 1.57 2 3 1 3 2.06 2.59 低い
クサフグ 脊椎動物 1 1 2 1 1 2 2 - 1.43 2 3 1 3 2.06 2.51 低い
ミズクラゲ 無脊椎動物 1 1 1 1 1 1 2 3 1.50 2 2 1 2 1.68 2.25 低い

2.49 低い

対象漁業 小型定置網

対象海域 東シナ海区

PSAスコア全体平均

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

標準和名
脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟
開

始
年

齢

最
高

年
齢

抱
卵

数

最
大

体
長

成
熟

体
長

繁
殖

戦
略

栄
養

段
階

密
度

依
存

性

P
ス
コ
ア
総
合

点
（
算
術

平
均

）

水
平

分
布

重
複

度

鉛
直

分
布

重
複

度

漁
具
の

選
択

性

遭
遇
後

死
亡

率

S
ス
コ
ア
総
合

点
（
幾
何

平
均

）

PSA
スコア

リスク区分

ミノカサゴ（カサゴ） 脊椎動物 1 1 2 1 1 1 3 - 1.43 2 3 1 3 2.06 2.51 低い
テンジクダイ 脊椎動物 1 1 2 1 1 3 2 - 1.57 2 3 1 3 2.06 2.59 低い
クラカケトラギス 脊椎動物 1 1 1 1 1 1 3 - 1.29 2 3 1 3 2.06 2.43 低い

2.51 低い

対象漁業 小型底びき網

対象海域 東シナ海区

PSAスコア全体平均
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表2.2.2b-2 混獲利用種の生産性に関する生物特性値 

小型定置 

非利用種 

成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵数

／年 

最大

体長 

成熟体

長 

繁殖戦

略 

栄養段

階TL 

密度依

存性* 
出典 

ゴンズイ 5>(?) 10>(?) 342 25cm 25cm> 沈着粘

性卵 
4 

 
森内･道津

(1973), 多紀

ほか (2005) 
ネンブツ

ダイ 

2 4 100<? 12cm 12cm> マウス

ブリー

ダー 

3 
 

鈴木・上野

(1987), 多紀

ほか (2005) 
クサフグ 5> 5 100<(?) 16cm 16cm> 沈性 3? 

 
今井･野中
(2015) 

ミズクラゲ 3> 3 30万 20cm 20cm> 幼生が

浮遊 
3 不明 石井 (2001) 

* 無脊椎動物のみ 

以上のとおり、混獲非利用種への影響について、はえ縄、釣りは 4 点、小底、小型定置網

についてはリスクは低いという結果であったため、総合評価は 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が多数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクが総

合的に高く、悪影響が

懸念される種が含まれ

る 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が少数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクは総

合的に低いが、悪影響

が懸念される種が少数

含まれる 

混獲非利用種の中に

資源状態が悪い種は

含まれない。PSAに

おいて悪影響のリス

クは低く、悪影響が

懸念される種は含ま

れない 

混獲非利用種の

個別資源評価に

より、混獲種は

資源に悪影響を

及ぼさない持続

可能レベルにあ

ると判断できる 

 

2.2.3 希少種への影響 

環境省が指定した絶滅危惧種のうち、評価対象水域と分布域が重複する種は、アカウミガ

メ、アオウミガメ、ウミスズメ、アカアシカツオドリ、ヒメクロウミツバメ、コアジサシ、

ベニアジサシ、エリグロアジサシ、カンムリウミスズメ、ズグロカモメである。これらの生

物について PSA でリスク評価したものが表 2.2.3a、その根拠となる生物特性等をまとめたも

のが表 2.2.3b である。表 2.2.3a のとおり、寿命の長いアカウミガメやアオウミガメで中程度

と判断されたが、全体的には希少種に対するリスクは低いと判断される。 

 以上のことから 4 点とする。 

表2.2.3a 希少種のPSA評価結果 

・はえ縄 
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・釣り 

 
 

・小底 

 
 

・小型定置網 

 
 

表2.2.3b 希少種の生産性に関する生物特性値 

種名 成熟開

始年齢

(年) 

最大

年齢

(年) 

抱卵

数 
最大

体長
(cm) 

成熟

体長
(cm) 

栄養

段階
TL 

出典 

アカウミガメ 35 70~80 400 110 80 4.0 岡本ほか (2019), 石原(2012), 
Seminoff (2004) 

アオウミガメ 20~50 70~80 400 100 92 2.1 岡本ほか (2019), 石原(2012) 
ウミスズメ 2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか (1998), Preikshot 

(2005) 
アカアシカツオドリ 2 20+ 1 80 70 不明 高野 (1981) 
ヒメクロウミツバメ 2 6 1 20 19 3.6 浜口ほか (1985), Klimkiewicz 

et al. (1983) 
コアジサシ 3 21 2.5 28 22 3.8 Clapp et al. (1982), 高野(1981) 
ベニアジサシ 不明 23 1–3 76 67 不明 山階鳥類研究所 (2017) 
エリグロアジサシ 不明 23 2 76 67 不明 山階鳥類研究所 (2017) 
カンムリウミスズメ 2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか (1998), Preikshot 

(2005) 
ズグロカモメ <11.5 11.5 3 30 <30 不明 BirdLife International (2018) 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

希少種の中に資源状態が

悪く、当該漁業による悪

影響が懸念される種が含

まれる。PSAやCAにおい

て悪影響のリスクが総合

的に高く、悪影響が懸念

される種が含まれる 

希少種の中に資源状態

が悪い種が少数含まれ

る。PSAやCAにおいて

悪影響のリスクは総合

的に低いが、悪影響が

懸念される種が少数含

まれる 

希少種の中に資源状

態が悪い種は含まれ

ない。PSAやCAにおい

て悪影響のリスクは

総合的に低く、悪影

響が懸念される種は

含まれない 

希少種の個別

評価に基づ

き、対象漁業

は希少種の存

続を脅かさな

いと判断でき

る 

 

2.3 海洋環境・生態系への影響 

2.3.1 食物網を通じた間接影響 

2.3.1.1 捕食者への影響 

トラフグは肝臓、生殖巣等に毒を有する魚であるため、これを餌としている海洋生物はほ

ぼ存在しないのではないかと考えられる。そのため 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多数の捕食者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁業の

漁獲・混獲によって

捕食者が受ける悪影

響は検出されない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた捕食者

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 

 

2.3.1.2 餌生物への影響 

トラフグの餌生物としては、カタクチイワシ、マイワシ等の魚類、えび類、かに類が挙げ

られる(日本水産資源保護協会 1983)。ここではマイワシ、カタクチイワシ、えび類、かに類

について CA 評価を行った(表 2.3.1.2)。農林水産統計ではえび類はイセエビ、クルマエビ以

外のえび類で、かに類はズワイガニ、ベニズワイガニ、がざみ類以外のかに類であるが、東

シナ海では漁獲統計に計上されそうなかに類の大半はワタリガニ科のヒラツメガニ、ほかに

アカイシガニ等である(山本･長澤 2015)。水揚げの対象とならない小型のかに類については省

略した。 

表2.3.1.2 餌生物のCA評価結果 

評価対象漁業 はえ縄、釣り、小底、小型定置網 

評価対象海域 東シナ海区 

評価対象魚種 マイワシ、カタクチイワシ、えび類、かに類 

評価項目番号 2.3.1.2 

評価項目 餌生物への影響 

評価対象要素 資源量 3 

  再生産能力   

  年齢・サイズ組成   

  分布域   

  その他      
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評価根拠概要 かに類の漁獲量が減少傾向であることから3点とする。 

評価根拠 マイワシ(対馬暖流系群)、カタクチイワシ(対馬暖流系群)は資源評価が行われて

おり、その結果は以下のとおりである。 

 

・マイワシ対馬暖流系群：1960～2018年の資源量、親魚量をコホート解析で推定

し、資源水準は中位、動向は増加傾向とされ、現状の漁獲圧が続いた場合、2025

年の資源量、親魚量は、いずれも2019年の倍以上に増加すると予測されている(高

橋ほか 2020)。 

・カタクチイワシ対馬暖流系群：コホート解析により1977～2018年の資源量を推

定し、資源水準は低位、動向は減少とした。現状の漁獲圧が続く場合、2025年の

資源量、親魚量は大きく減少するとされた(黒田ほか 2020)。 

マイワシ対馬暖流系群(高橋ほか 2020)、カタクチイワシ対馬暖流系群(黒田ほか

2020)、及びトラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群(片町ほか 2020)の資源量

の変化を図示すると図2.3.1.2aのとおりである。図にはマイワシとカタクチイワ

シの合計の値(いわし類)も示した。トラフグ、カタクチイワシは減少傾向である

のに対し、マイワシは増加傾向であることが見て取れる。 

 
  図2.3.1.2a いわし類、トラフグの資源量 

 

えび類、かに類については、農林水産統計による東シナ海区のその他えび類、そ

の他かに類の漁獲量を図2.3.1.2bに示す。トラフグ資源量、かに類漁獲量が減少

傾向であるのに対し、えび類は変動しながらも増加傾向を示している。 

 
  図2.3.1.2b えび類、かに類漁獲量、及びトラフグ資源量 
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以上のように、トラフグ資源は減少しているのに対し、マイワシ、えび類は増

加、カタクチイワシ、かに類は減少傾向であった。 

いわし類については、その資源量がトラフグの百～数百倍あることからボトムア

ップ的な資源量制御が働いている可能性はあるもののその逆はありそうもない。

したがってトラフグ資源の増減がトップダウン的にいわし類の資源変動を引き起

こしている可能性は低いであろう。えび類、かに類については、その増減がトラ

フグ資源の減少と関係しているか否か不明である。しかし、かに類の漁獲量が減

少傾向であることを考慮し、本項目は3点とする。 

 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多数の餌生物に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

一部の餌生物に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って餌生物が受け

る悪影響は検出さ

れない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた餌生物

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 

 

2.3.1.3 競争者への影響 

 東シナ海で漁獲量が多い魚種の中には、トラフグと食性が類似した回遊性の強い種は見当

たらない。そこでふぐはえ縄の混獲種としたサバフグ、マフグを競争種とみなした。これら

の種は 2.2.1 で扱ったとおりで、福岡市中央卸売市場の取扱量でみる限り、トラフグ同様減少

傾向である。したがって 2 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実施で

きない 

多数の競争者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の競争者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって競争者

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた競争者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 

 

2.3.2 生態系全体への影響 

 図 2.3.2a に示した評価対象海域における漁獲物の栄養段階組成をみると、東シナ海区では

漁獲は TL2.5-3.5 に属する生物で多く、図 2.3.2b で約 53%を占める栄養段階 2 程度のマイワ

シやさば類とマアジが寄与していることがわかる。 

 評価対象海域の総漁獲量と漁獲物平均栄養段階(MTLc)を見ると、東シナ海区では、総漁獲

量に有意な減少(p < 0.05)が認められる(図 2.3.2c)。MTLc も大きく変動しており、2009 年以

降増大し、2015 年以降低下した。評価対象海区内において、2009～2014 年にカタクチイワシ

の漁獲量が減少したことが同期間の MTLc を引き下げる要因となったと考えられる。評価対

象漁法によるトラフグの漁獲が要因とは考えがたいことから 5 点とする。 

 



 
 

42

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

対象漁業による影響の強

さが重篤である、もしく

は生態系特性の定向的変

化や変化幅拡大が起こっ

ていることが懸念される 

対象漁業による影響

の強さは重篤ではな

いが、生態系特性の

変化や変化幅拡大な

どが一部起こってい

る懸念がある 

SICAにより対象漁業

による影響の強さは

重篤ではなく、生態

系特性に不可逆的な

変化は起こっていな

いと判断できる 

生態系の時系列情

報に基づく評価に

より、生態系に不

可逆的な変化が起

こっていないと判

断できる 

 

図2.3.2a 評価対象海域における漁獲物の栄養段階組成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.2b 2018年の海面漁業生産統計に

基づく東シナ海区の漁獲物の種組成 
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図2.3.2c 海面漁業生産統計調査から求めた、評価対象海域における総漁獲量(上段)と漁獲物平均栄

養段階(下段)の推移 

 

2.3.3 種苗放流が生態系に与える影響 

種苗放流は漁獲量増加、資源回復等の効果が見込まれる反面、大量の人工種苗を天然の海

域に放流することにともなう自然界、海洋生態系への影響が指摘されている(北田 2001, 水産

総合研究センター･水産庁 2015)。ここでは、遺伝的健全性確保(2.3.3.1)、遺伝子撹乱回避

(2.3.3.2)、野生種への疾病蔓延回避(2.3.3.3)について評価を行う。 

2.3.3.1 種苗遺伝的健全性確保のための必要親魚量確保 

 トラフグの種苗生産では概ね漁獲物を用い、人工授精により採卵しているため、継代飼育

した親魚の使用による遺伝的多様性の低下リスクは低い。しかし、近年漁獲物には成熟した

人工種苗が高い割合で混入していることから、これらを排除するとともに可能な限り、親魚

数や採卵ロットを増やす努力が必要であり(水産総合研究センター･水産庁 2015)、これらの対

策が行われている。よって 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

継代した

人工魚を

親魚とし

ている 

 放流対象海域から

得た天然魚を親魚

としている。若し

くはPNIが0.3未満 

放流対象海域から得

た天然魚を親魚と

し、これを定期的に

入れ替えている 

放流対象海域から得た天然魚を

親魚とし、60尾以上を確保した

上で、これを定期的に入れ替え

ている。もしくはPNI0.5以上 

 

2.3.3.2 遺伝子撹乱回避措置 

トラフグは広い海域を移動・回遊する広域種であり、栽培漁業の重要魚種と位置づけられ
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るため、管理単位など、遺伝的多様性の詳細な検討が求められる。一方、本種は資源評価等

により 2 つの系群で管理されていること、回帰性が高いことから親魚、受精卵、精子、人工

種苗等の移動にあたっては、両系群の分布・回遊範囲を考慮して、その管理単位内にとどめ

るべきである。また、漁協等が民間業者から人工種苗を購入し自主的に放流する場合におい

ても、種苗の生産履歴を確認し、管理単位外や親魚の由来が不明な種苗の持ち込みがないよ

うに指導することが重要である。また、本種について人工種苗の放流による遺伝的なリスク

の存在は、詳細な検討が行われていないため、実態の把握が求められる(水産総合研究センタ

ー･水産庁 2015)。よって 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

親魚の属する系群

の分布域と異なる

海域(河川)にしば

しば種苗を放流し

ている 

親魚採捕海域(河

川)と種苗放流海

域(河川)が異なる

ことが稀にある 

 

 

系群構造は不明であ

るが、親魚採捕海域

(河川)と種苗放流海

域(河川)が同一であ

る 

系群(若しくは遺伝的に均

一集団)構造を把握した上

で、同一系群(集団)内での

親魚採捕、種苗放流を行っ

ている 

 

2.3.3.3 野生種への疾病蔓延回避措置 

種苗生産機関では、病原体の天然海域への拡散を避けるために、｢防疫的見地からみた放流

種苗に関する申し合わせ事項(Ⅰ)｣(栽培漁業技術開発推進事業全国協議会 1999)に基づき、種

苗生産過程で異常な死亡が認められなかった生産回次の種苗のみを放流している(西岡 2019)。

また、疾病防除及び種苗性向上を目的として、種苗どうしの噛み合いによる尾鰭欠損防除の

ための対策として、適正密度での飼育が行われている。よって 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚病診断体制、蔓延防止

措置ともに未整備である 

   魚病診断体制が整えられてお

り、蔓延防止体制がある 

 

2.3.4 海底環境への影響 

評価対象漁法のうち、小底は着底漁業である。東シナ海では、着底漁具による撹乱に対す

る海底環境の応答を評価するための長期的な時系列データ(多様度指数等)が利用可能でない

ため、SICA 評価を行った。 

評価対象漁業 小底 

評価対象海域 東シナ海区 

評価項目番号 2.3.4 

評価項目 海底環境 

空間規模スコア 1 

空間規模評価

根拠概要 

東シナ海区の小底の操業面積は、有明海(1,700km2)、八代海(1,200km2)、福岡湾

(133km2)の合計面積3,033km2であり、東シナ海の面積(902,083km2)の0.3%を占め

る。したがって空間規模は1である。 
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時間規模スコア 2 

時間規模評価

根拠概要 

東シナ海区における小底の操業日数は3〜6月、最大年間120日で、悪天候等によ

り制限されるが年間の約30%が操業日数であると考えると、時間規模スコアは2と

なる。 

影響強度スコア 2 

影響強度評価

根拠概要 

空間規模と時間規模のスコア、それぞれ1点、1点、漁法は小底であるから強度ス

コアを算出すると、S=(1*2*3)^(1/3) = 1.82となる。 

水深スコア 2 

水深スコア評

価根拠 

東シナ海におけるトラフグの漁獲水深は平均的に30ｍ以浅と考えられるためスコ

アは2となる。 

地質スコア 1 

地質スコア評

価根拠 

 

 

 

 

 

右図のとおり、東シナ海の底質

は軟質砂泥とみられることから

スコアは1とした(MIRC 2016)。 

 

地形スコア 2 

地形スコア評

価根拠 

 

 

 

 

 

 

 

水深データから算出した凹凸度

を指標とすると、地形は平坦な

海域と不規則な海域が混在して

いると考えられるためスコアは

2とした(MIRC 2016)。 

 

総合回復力 1.67 

総合回復力評 上記3要素の算術平均((2+1+2)/3)から総合回復力は1.67となった。 
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価根拠 

SRスコア 1(低い(2.60)) 

SRスコア評価

根拠 

S(規模と強度)とR(回復力)のユークリッド距離を求めると(SQRT(S^2＋R^2))2.47

となり、中程度との境界値2.64を下回るためスコアは1(影響強度は低度)となっ

た。 

Consequence 

(結果) 

スコア 

  

  

種構成 
 

機能群構成   

群集分布   

栄養段階組成 4 

サイズ組成   

Consequence 

評価根拠概要 

ここでは、小底のMTLcの経年変化をもとに栄養段階組成に着目して、影響強度の

結果を評価した。 

 
上図に示したように、小底の漁獲量は有意に減少、MTLcは有意な増加傾向が認め

られた。そのため結果スコアは2点とする 

総合評価 2   

総合評価根拠 

概要 

規模と強度(SI)の評価点は1と低いが、栄養段階組成から見た結果(C)は2点であ

り、生態系特性に変化が認められた。 

はえ縄、釣りは漁具が海底面に接触することは少なく、小型定置網もひきまわす操業形態

ではないことから影響は低いと考えいずれも 5 点とする。 

以上 4 漁法のスコアの漁獲量による重み付け平均(4.7)から本項目は 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を実

施できな

い 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トが重篤であり、漁場

の広い範囲で海底環境

の変化が懸念される 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トは重篤ではないと判

断されるが、漁場の一

部で海底環境の変化が

懸念される 

SICAにより当該漁

業が海底環境に及

ぼすインパクトお

よび海底環境の変

化が重篤ではない

と判断できる 

時空間情報に基づ

く海底環境影響評

価により、対象漁

業は重篤な悪影響

を及ぼしていない

と判断できる 

 

2.3.5 水質環境への影響 

評価対象漁法による漁業関係法による検挙は認められなかったため(海上保安庁 2019)、水
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質環境への影響は軽微であると考えられ、4 点とする。 

種苗生産施設については、水質汚濁防止法等の施行状況によれば(環境省 2020b)、該当する

と思われる特定事業場に関する平成 30 年度の改善命令、違反はいずれも 0 件であったことか

ら 4 点と考えられる。このため総合評価も 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

多くの物質に関して対

象漁業もしくは、種苗

生産施設等からの排出

が水質環境へ及ぼす悪

影響が懸念される。も

しくは取り組み状況に

ついて情報不足により

評価できない 

 一部物質に関し

て対象漁業もし

くは、種苗生産

施設等からの排

出が水質環境へ

及ぼす悪影響が

懸念される 

対象漁業もしく

は、種苗生産施

設等からの排出

物は適切に管理

されており、水

質環境への負荷

は軽微であると

判断される 

対象漁業もしくは種苗生産施

設等からの排出物は適切に管

理されており、水質環境への

負荷は軽微であると判断され

るだけでなく、対象漁業もし

くは種苗生産施設等による水

質環境への負荷を低減する取

り組みが実施されている 

 

2.3.6 大気環境への影響 

長谷川(2010)によれば、我が国の漁業種類ごとの単位漁獲量・水揚げ金額あたり二酸化炭素

排出量の推定値は表 2.3.6 のとおりである。小底は 1.407 と我が国漁業の中では中程度の CO2

排出量となっているが評価対象種の漁獲割合は小さいため影響は軽微であると考えられる。

釣りについては、総トン数の小さい漁船によるため軽微であると考えられる。小型定置網に

ついては、網の設置及び揚網時に限定的に発生するのみと考えられることから大気環境への

影響は軽微であると判断できる。小底、釣り、小型定置網のすべてで大気環境への影響は軽

微であると考えられるため、4 点とする。 

表2.3.6 漁業種類別の漁獲量・生産金額あたりCO2排出量試算値(長谷川 2010による) 

漁業種類 t-CO2/t t-CO2/百万円 

小型底びき網縦びきその他 1.407 4.98 

沖合底き網１そうびき 0.924 6.36 

船びき網 2.130 8.29 

中小型１そうまき巾着網 0.553 4.34 

大中型その他の１そうまき網 0.648 7.57 

大中型かつおまぐろ1そうまき網 1.632 9.2 

さんま棒うけ網 0.714 11.65 

沿岸まぐろはえ縄 4.835 7.95 

近海まぐろはえ縄 3.872 8.08 

遠洋まぐろはえ縄 8.744 12.77 

沿岸かつお一本釣り 1.448 3.47 

近海かつお一本釣り 1.541 6.31 

遠洋かつお一本釣り 1.686 9.01 

沿岸いか釣り 7.144 18.86 

近海いか釣り 2.676 10.36 

遠洋いか釣り 1.510 10.31 
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1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

多くの物質に関して

対象漁業からの排出

ガスによる大気環境

への悪影響が懸念さ

れる 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出ガスによ

る大気環境への

悪影響が懸念さ

れる 

対象漁業からの排

出ガスは適切に管

理されており、大

気環境への負荷は

軽微であると判断

される 

対象漁業による大気環境へ

の負荷を軽減するための取

り組みが実施されており、

大気環境に悪影響が及んで

いないことが確認されてい

る 
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3．漁業の管理 

概要 
管理施策の内容(3.1) 

日本海、九州西における評価県ではとらふぐはえ縄漁業は、5 トン以上の漁船は承認漁業、

5 トン未満の漁船は届け出制である。瀬戸内海区の山口県、福岡県、愛媛県、大分県ではふぐ

のはえ縄漁業は知事許可漁業である。このようにインプット・コントロールが導入されてい

るがトラフグの資源状態は低位・減少傾向である(3.1.1 3 点)。日本海・九州西広域漁業調

整委員会指示で海域ごと、浮縄、底縄ごとに操業禁止期間が定められ、全長 30cm 以下のトラ

フグは再放流しなければならない。これ以外に県ごとに海区漁業調整委員会指示、あるいは

資源管理指針に基づく自主的措置として産卵親魚保護、小型魚の制限サイズの大型化、漁具

規制、禁漁期間、禁漁海域の拡大等が取り組まれている(3.1.2 4 点)。種苗放流効果を高め

るため瀬戸内海海域、九州海域は小型魚の買い上げ・再放流試験、未成魚漁獲抑制等の効果

検証について研究機関の指導・連携のもと取り組み、トラフグ資源管理検討会では具体的な

資源管理措置を検討し、効果的な種苗放流に係る手法の高度化に取り組んでいる(3.1.3 5

点)。はえ縄は着底漁具ではないため、海底環境、ほかの生態系への影響は知られていない

(3.1.4.1 5 点)。トラフグ再生産の場である周防灘、有明海を始め、各海域で資源の保全と

持続的利用に資する観点から漁業者等による海底耕耘、海底清掃、海底ごみ回収、稚魚再放

流運動、県下一斉浜掃除、藻場造成、藻場・干潟の保全等が取り組まれている(3.1.4.2 4 点)。 

執行の体制(3.2) 

本系群の生息域は日本海、東シナ海、黄海、瀬戸内海であり、韓国でも相当量漁獲してい

ると思われるが、生息域全体をカバーするトラフグの国際的な資源管理体制はない。我が国

に限定すると瀬戸内海広域漁業調整委員会、日本海・九州西広域漁業調整委員会、関係各県

が管理しており、生息域をカバーする管理体制が確立している(3.2.1.1 2 点)。はえ縄漁業

は、許可制、承認制、あるいは届け出制で、日本海、九州西海域では漁船は船橋の両側に承認

番号の表示が義務づけられており関係県当局、水産庁取締本部福岡、神戸支部が漁業取締り

を実施している。体長制限については取締当局のほか、水揚げ港、市場での漁協職員、市場

職員等による監視が十分可能である(3.2.1.2 5 点)。とらふぐはえ縄漁業は日本海・九州西

広域漁業調整委員会指示、海区漁業調整委員会指示により隻数、漁期、体長、漁法が制限さ

れており、それらに違反し大臣や知事の命に従わない場合は、漁業法により 1 年以下の懲役

もしくは 50 万円以下の罰金または拘留もしくは科料に処せられる。罰則規定としては十分に

有効と考えられる(3.2.1.3 5 点)。本系群の管理方策は 2014 年以降毎年、漁業者、行政、試

験研究機関等からなるトラフグ資源管理検討会議で検討されており管理措置の効果を見なが
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ら翌年の措置を検討することが可能であるが、本系群の資源状態を見た場合、資源の状態に

応じて順応的管理が機能しているとまではいえない(3.2.2 3 点)。 

 

共同管理の取り組み(3.3) 

九州・山口北西域のはえ縄漁船は承認制、あるいは届け出制となっており、瀬戸内海では

知事許可漁業となっているため実質すべての漁業者は特定できる(3.3.1.1 5 点)。各県のは

え縄漁業者は、地域の漁業協同組合に所属し、さらに山口県、福岡県、長崎県の漁業者は漁

業種別の団体(はえ縄協議会等)に加盟し、西日本延縄漁業連合協議会を組織している

(3.3.1.2 5 点)。管理に関しては漁業関係者として各県の延縄協議会代表者、はえ縄船団員、

漁協代表者等が参画している(3.3.1.3 5 点)。評価対象県の漁業協同組合、漁業協同組合連

合会は購買、販売、加工等の事業に取り組み、福岡県では試験研究機関と連携し、個別の漁

業者では実施が困難な経営上の活動を実施し水産資源の価値を最大化している(3.3.1.4 5

点)。漁業関係者は自主的な管理、公的な管理に主体的に参画し(3.3.2.1 4 点、3.3.2.2 5

点)、幅広い利害関係者も参画している(3.3.2.3 5 点)。公的な管理に加えて自主的な管理、

さらに種苗放流を行うことで資源回復を図ることが漁業関係者、行政、有識者等の幅広い利

害関係者によって合意され、毎年協議する仕組みができているものの、資源を回復する方向

にまでの協議とはなっていない(3.3.2.4 4 点)。種苗放流の費用負担については、広域種の

種苗放流に係る受益に見合った費用負担の実現に向けた検討が行われており、一定の負担が

なされている事例もある(3.3.2.5 3 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

漁獲量の多いはえ縄とする。 

② 評価対象都道府県の特定 

はえ縄による漁獲量の多い山口県、愛媛県、福岡県、大分県、熊本県、長崎県とする。 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

各県における評価対象漁業について以下の情報を集約する。 

1) 承認証、許可証、及び、後述する各種管理施策の内容 

2) 監視体制や罰則、順応的管理の取り組み等の執行体制 

3) 関係者の特定や組織化、意思決定への参画など、共同管理の取り組み 

4) 関係者による生態系保全活動の内容  
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3.1 管理施策の内容 

3.1.1 インプット・コントロール又はアウトプット・コントロール 

瀬戸内海で評価県と特定されている山口県、福岡県、愛媛県、大分県では瀬戸内海の他県

と同様に、ふぐの採捕を目的とするはえ縄漁業は知事許可漁業となっている(山口県 2020, 

福岡県 2020, 愛媛県 2020, 大分県 2020)。日本海、九州西における評価県では、かつては

自由漁業であったが現在では、熊本県天草市魚貫埼と長崎県五島市富江町笠山鼻を結ぶ線及

び長崎県五島市富江町笠山鼻正西の線以北、最大高潮時海岸線上島根山口両県界から正北の

線以西の日本海及び東シナ海の海域のうち我が国の排他的経済水域、領海及び内水(瀬戸内

海､有明海及び八代海を除く)において、はえ縄を使用してトラフグをとることを目的とする

漁業はとらふぐはえ縄漁業といい、5 トン以上の漁船で行う場合は日本海・九州西広域漁業

調整委員会指示第六十四号に基づく日本海・九州西広域漁業調整委員会承認漁業となってい

る。これには県ごとの承認隻数の上限が山口県 58、福岡県 86、佐賀県 22、長崎県 95、熊本

県 1、広島県 9 隻と定められている。5 トン未満の漁船による操業でも届け出る必要がある

(日本海･九州西広域漁業調整委員会 2021)。以上のように、インプット・コントロールが導

入されている。 

 トラフグの資源状態は低位・減少傾向である(片町ほか 2020)が、アウトプット・コントロ

ールは適用されていない。2028 年漁期までに資源量を 840 トンに回復させることを資源管理

目標とした取り組みの大枠として(水産庁 2017, 水産庁 2021a)、漁獲努力量の削減措置として

各海域における適正な休漁期間の設定が必要である、とされている(水産庁 2020a)。インプッ

ト・コントロールが導入されているのみの評価として、3 点を配点する。なお、本系群は、TAC

魚種拡大に向けたスケジュールにおいては(水産庁 2021b)、漁獲量の多いもののうちで MSY

ベースの資源評価が実施される見込みの第１陣(利用可能なデータ種類の多い魚種)に類別さ

れている。 

1点 2点 3点 4点 5点 

インプット・コントロール

とアウトプット・コントロ

ールのどちらも施策に含ま

れておらず、漁獲圧が目標

を大きく上回っている 

. インプット・コン

トロールもしくは

アウトプット・コ

ントロールが導入

されている 

. インプット・コントロー

ルもしくはアウトプッ

ト・コントロールを適切

に実施し、漁獲圧を有効

に制御できている 

 

3.1.2 テクニカル・コントロール 

 日本海・九州西広域漁業調整委員会指示の規制海域においては海域区分ごとに、また浮縄

と底縄ごとにトラフグを目的とした操業の禁止期間が定められている(日本海･九州西広域漁

業調整委員会 2021)。また、とらふぐはえ縄漁業を営む者は規制海域においては全長 30cm 以

下のトラフグは再放流しなければならない(日本海･九州西広域漁業調整委員会 2021)。山口県
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延縄協議会による日本海側の定置網で漁獲されたトラフグ親魚の買取り再放流、福岡県筑前

海における 1～3 月の 35cm 以下再放流など、山口県瀬戸内海における海区漁業調整委員会指

示に基づく全長 20cm 以下の周年採捕禁止、禁漁期の設定(4 月 1 日～20 日)、漁具規制(針の

太さ、直径 1.2mm 以上)、大分県での全長 20cm 以下再放流、禁漁期の設定(4 月 1 日～8 月 19

日)、禁漁区域設定、愛媛県での全長 15cm 以下再放流、禁漁期の設定(4 月 1 日～6 月 30 日)等

が実施されている(水産庁 2020b)。山口県瀬戸内海海区漁業調整委員会では山口県瀬戸内海海

区で浮はえ縄漁業を営んではならないとされ、山口県資源管理指針では、資源の状況が低位

減少傾向にあることから、資源の減少傾向をくい止め、現状の資源量を維持することを目標

とし、自主的措置として、漁期短縮、全長 15cm 以下のトラフグ再放流、釣針直径 1.2mm 以

上、種苗放流を実施している(山口県 2018)。福岡県資源管理指針では、資源を回復基調に転

じさせることを目標に休漁、小型魚の再放流、種苗放流等に取り組む必要があるとしている

(福岡県 2019)。長崎県資源管理指針では、資源を回復させることを目的に、休漁、小型魚の

再放流、適地、適サイズの健全な種苗の放流を実施している(長崎県 2021a)。熊本県資源管理

指針では、トラフグ資源の回復と持続的利用が可能な資源水準にすることを目標に休漁、は

え縄総延長の制限等を実施している(熊本県 2013)。愛媛県海域においては、愛媛海区漁業調

整委員会指示により｢ふぐ浮延なわ漁業｣は営んではならないとされ、愛媛県資源管理指針で

は休漁、漁期短縮、漁獲物制限、種苗放流、隻数の制限を実施している(愛媛県 2011)。大分

県資源管理指針では、休漁日の設定、小型魚、産卵親魚の保護等に取り組む必要があるとさ

れている(大分県 2019)。これらの制限は、2005～2014 年に実施された九州・山口北西海域ト

ラフグ資源回復計画から継続されている施策も多い(水産庁 2005､水産庁 2021a)。以上のよう

に各地で多くのテクニカル・コントロールが実施されてきているが、地域ごとの取組内容に

差があることから、国の定める資源管理指針では広域魚種であるトラフグについて、統一的

な資源管理方針のひとつとして資源管理目標を設けて、それぞれの海域において実施してい

るこれまでの管理の取り組みを改善し、より高度な管理措置に取り組む必要があるとされて

いる(水産庁 2020a)。このため施策は十分導入されている場合の満点とはせず、4 点を配点す

る。 

1点 2点 3点 4点 5点 

テクニカル・コント

ロールの施策が全く

導入されていない 

. テクニカル・コント

ロールの施策が一部

導入されている 

. テクニカル・コント

ロール施策が十分に

導入されている 

 

3.1.3 種苗放流効果を高める措置 

 水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する第 7 次栽培漁業基本方針に

おいては、主な栽培漁業対象種の漁獲量の 2021 年までの見通しとしてトラフグは増大(2014
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年は 2 系群で 300 トン)とされている(農林水産省 2015)。 

 瀬戸内海海域(九州海域)トラフグ栽培漁業広域プランにおいては、九州海域(瀬戸内海海域)

と連携し、有効放流数の増大による資源量減少の食い止め、資源管理との相乗効果による資

源回復を目指すとされている(全国豊かな海づくり推進協会 2015)。瀬戸内海海域トラフグ栽

培漁業広域プランでは、種苗放流については、系群全体では両協議会が連携して資源量が維

持できる有効放流数約 170 万尾の確保を目指すとしている。放流効果の高い種苗(全長 70mm 

以上かつ、尾鰭欠損の少ない種苗)の生産・育成に取り組み、産卵場近傍の天然稚魚育成場と

なっている河口域、干潟域等の放流適地やこれに準ずる場所を活用して有効放流数の増加に

努めるとしている。また、種苗放流の効果が最大限発揮されるよう、未成魚漁獲抑制措置等

を検討する作業部会や関係機関の資源管理部局と十分な連携を図りながら、資源造成型栽培

漁業の推進を通じて、資源回復に取り組んでいる(瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会 2015)。

九州海域トラフグ栽培漁業広域プランでも、両協議会が連携して資源量が維持できる有効放

流数約 170 万尾を確保し、有明海湾奥ではほかの適地に比べて 2～3 倍の効果が得られている

ことから有明海を有効に活用した種苗放流の拠点化をはかるなど、過去の知見で高い効果が

確認されている場所へ県を跨いでの集中放流を行うことを目指すとしている。また、小型魚

の買い上げ・再放流試験について、研究機関の指導・連携のもとに資源管理措置の効果検証

及び生態把握等を進め、より効果的な資源造成手法について検証するとともに、種苗放流の

効果が最大限発揮されるよう、未成魚漁獲抑制措置等を検討し、資源管理部局の連携により

資源回復に取り組むとされている(九州海域栽培漁業推進協議会 2015)。水産庁では国の作成

する資源管理指針に従い(水産庁 2020a)、2014 年からトラフグ資源管理検討会を毎年開催し

て具体的な資源管理措置を検討するとともに、実態を踏まえた効果的かつ広域的な資源管理

の取り組みを促進し(水産庁 2014a)、同時に効果的な種苗放流に係る手法の高度化についても

報告されている(平井 2018, 松村 2018)。以上のように、放流効果を高める措置が十分に取ら

れていると評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流効果を高める措

置は取られていない 

. 放流効果を高める措置が

一部に取られている 

. 放流効果を高める措置

が十分に取られている 

 

3.1.4 生態系の保全施策 

3.1.4.1 環境や生態系への漁具による影響を制御するための規制 

 評価対象のはえ縄漁業は浮き縄と底縄があり、浮き縄は海底に接地することはない。底縄

についても幹縄両端の錨が海底に接地するものの本体は着底漁具ではないため、海底環境に

与える影響は無視でき、2.3.4(海底環境への影響)でも 5 点としている。ほかの生態系への直接

影響も知られていないため 5 点とする。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

規制が全く導入さ

れておらず、環境

や生態系への影響

が発生している 

一部に導入さ

れているが、

十分ではない 

. 相当程

度、施策

が導入さ

れている 

評価対象とする漁法が生態系に

直接影響を与えていないと考え

られるか、十分かつ有効な施策

が導入されている 

 

3.1.4.2 生態系の保全修復活動 

 漁場環境保全として成育場の環境改善のための海底耕耘(長崎県)、海底清掃(投棄漁具等の

回収: 山口県､福岡県､長崎県)を実施してきた(水産庁 2011)。また、水産資源の保全と持続的

利用に資する観点からも、漁場環境の改善のための海底耕耘や漁場機能の維持管理を図るた

めの海底清掃(投棄漁具等の回収)を実施することとするとされている(水産庁 2020c, 河田 

2017)。漁業者の協力による海底ごみ回収実証について、協力体制の構築の手順や、効率的な

回収、効果測定、海底ごみの発生源特定等の手法の確立を目指して、環境省がマニュアル策

定を検討していくこととされており、漁業者の協力を得て回収された海底ごみの調査・分析

が行なわれている(環境省 2020)。その実証地域としてとらふぐはえ縄漁業が盛んな福岡県の

宗像漁業協同組合が協力している(環境省 2020)。福岡県漁業協同組合連合会では、稚魚再放

流運動(福岡県漁業協同組合連合会 2021a)、長崎県漁業協同組合連合会では県下一斉浜掃除

(長崎県漁業協同組合連合会 2021a)が実施されている。評価対象である本系群では、再生産の

場所として瀬戸内海の周防灘、九州の有明海等が重要であるが(水産庁 2015)、これら海域は

資源回復手段のひとつである種苗放流の適地として、関係県の漁業者、地域住民等による藻

場造成、藻場・干潟の保全等が取り組まれることが県の栽培漁業基本計画に謳われている(山

口県 2016a, 長崎県 2016a)。生態系の保全・再生活動が活発に行われているが、一部の県で

漁業者、漁業者団体による活動が確認できないため、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

生態系の保全・

再生活動が行わ

れていない 

. 生態系の保全

活動が一部行

われている 

. 対象となる生態系が漁業活動の影響を受

けていないと考えられるか、生態系の保

全・再生活動が活発に行われている 

 

3.2 執行の体制 

3.2.1 管理の執行 

3.2.1.1 管轄範囲 

 本系群の生息域は日本海、東シナ海、黄海、瀬戸内海である(片町ほか 2020)。FAO による

ふぐ類の漁獲量統計をみると、2018 年は日本 4,947 トンであるのに対し韓国は 3,976 トンで

ある(FAO 2021)。この統計では種組成は不明であるが、日韓新漁業協定締結以前は朝鮮半島

西側海域もトラフグの漁場であったことから(片町ほか 2020)、トラフグの漁獲量も相当量含
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まれていると想像できる。日韓、日中間の 2 国間では漁業協定が存在するが(水産庁 2020d)、

生息域全体をカバーするトラフグの国際的な資源管理体制はない。我が国に限定すると、瀬

戸内海では知事許可漁業として、また日本海、九州西では県資源管理指針等によっても管理

がなされてきた。都道府県の区域を越えて広域的に分布回遊し、かつ、それを漁獲する漁業

が複数の知事管理漁業にまたがる水産資源の管理に係る漁業調整を行うための国の常設機関

として広域漁業調整委員会が設置されている(水産庁 2021c, g)。本系群の場合はこの資源に該

当し、日本海・九州西広域漁業調整委員会、瀬戸内海漁業調整委員会の所掌となり、はえ縄

漁業に対しては前者の委員会指示により漁獲努力量の抑制が図られたことは 3.1.1 で触れた

とおりである。以上のとおり、国内では、生息域をカバーする管理体制が確立しているが、

本系群については生息域のカバーが十分とは考えられないため 2 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

対象資源の生息域が

カバーされていない 

. 機能は不十分であるが、

生息域をカバーする管理

体制がある 

. 生息域をカバーする管理体

制が確立し機能している 

 

3.2.1.2 監視体制 

 関係県当局、水産庁取締本部福岡、神戸支部が漁業取締りを実施している。日本海・九州

西広域漁業調整委員会は国及び県の漁業取締機関から広域漁業調整委員会指示に違反したこ

とを現認し指導したが是正が期待できないとの報告を受けたときは、農林水産大臣に対して、

当違反者に当該委員会指示に従うべきことを命ずべき旨を申請する。瀬戸内海では関係県に

より漁業調整規則、海区漁業調整委員会指示の違反を監視している。後者については漁業調

整委員会の申請に基づいて、県知事から指示に従うように命じられる(漁業法)。日本海、九州

西海域のはえ縄漁業は 3.1.1 に示したごとく、承認制(5 トン以上)、あるいは届け出制(5 トン

未満)で、承認漁船は船橋の両側の見やすい場所に承認番号の表示が義務づけられている(日

本海･九州西広域漁業調整委員会 2021)。体長制限については取締当局のほか、水揚げ港、市

場での漁協職員、市場職員等による監視が十分可能である。よって 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

監視はおこなわ

れていない 

主要な漁港の周辺など、

部分的な監視に限られて

いる 

. 完璧とは言いがたい

が、相当程度の監視

体制がある 

十分な監視体制

が有効に機能し

ている 

 

3.2.1.3 罰則・制裁 

 とらふぐはえ縄漁業は、日本海・九州西広域漁業調整委員会指示や海区漁業調整委員会指

示により隻数、漁期、体長、漁法が制限されており、それらに違反し大臣や知事の命に従わ
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ない場合は、漁業法第 191 条により一年以下の懲役もしくは 50 万円以下の罰金または拘留も

しくは科料に処せられる。罰則規定としては十分に有効と考えられる。以上より 5 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

罰則・制裁は設

定されていない 

. 機能は不十分であるが、罰

則・制裁が設定されている 

. 有効な制裁が設定

され機能している 

 

3.2.2 順応的管理 

 九州・山口北西海域トラフグ資源回復計画は 2011 年に終了したが(水産庁 2005)、それ以降

は「我が国の海洋生物資源の資源管理指針」の中で取り上げられ、関係漁業者、市場流通関

係者、行政・試験研究機関等からなるトラフグ資源管理検討会議で、各海域における適正な

休漁期間の設定や漁獲サイズ制限の設定について検討されている(水産庁 2011)。トラフグ資

源管理検討会議は 2014 年以降、年 1 回開催されており(水産庁 2014~2020)、管理措置の効果

を見ながら翌年の措置を検討することが可能である。措置の実効性を担保する日本海・九州

西広域漁業調整委員会による九州・山口北西海域のトラフグの資源管理に係る指示も毎年発

出されている(水産庁 2012~2020)。以上のごとく順応的管理の体制は構築されているが、本系

群の資源状態を見た場合、2012 年度以降は連続して低位・減少傾向が続いており(水産庁 

2021d)、資源の状態に応じて順応的管理が機能しているとまではいえない。以上より 3 点と

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

モニタリング結果を漁業

管理の内容に反映する仕

組みがない 

. 順応的管理の仕組みが部

分的に導入されている 

. 順応的管理が十分

に導入されている 

 

3.3 共同管理の取り組み 

3.3.1 集団行動 

3.3.1.1 資源利用者の特定 

 3.1.1 に示したように、九州・山口北西海域トラフグを対象とするはえ縄船は承認制(5 トン

以上)、あるいは届け出制(5 トン未満)となっており(自由漁業である有明海、八代海を除く)、

また瀬戸内海では県知事許可漁業となっている。すべての漁業者は特定できる。自由漁業の

海域においても漁業暦の中で他漁業種類と組み合わせて操業されており、地元漁業組合で漁

業者は特定できる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 
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3.3.1.2 漁業者組織への所属割合 

 各県のはえ縄漁業者は地域の漁業協同組合に所属し、また山口県延縄協議会、福岡県ふぐ

延縄漁業連絡協議会、長崎県延縄漁業協議会等の漁業種別の団体に加盟し、西日本延縄漁業

連合協議会を組織している(水産庁 2014b)。地域の漁業協同組合の上部組織は県漁業協同組合

連合会(山口県、愛媛県、大分県では県漁業協同組合)であり、それらは全国漁業協同組合連合

会、大日本水産会に属している。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.3 漁業者組織の管理に対する影響力 

 本系群の管理に関しては、各海域における適正な休漁期間の設定や、漁獲サイズ制限の設

定について、関係漁業者、市場流通関係者、行政・試験研究機関等からなるトラフグ資源管

理検討会議で検討され(水産庁 2014a)、日本海・九州西広域漁業調整委員会及び瀬戸内海広域

漁業調整委員会に報告される。また、各県資源管理指針等に反映される仕組みである。大元

となるトラフグ資源管理検討会議には漁業関係者として各県の延縄協議会代表者、はえ縄船

団員、漁協代表者等が参画している。このことから、漁業者組織が管理に強い影響力を有し

ていると考えられ、5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織が存在しない

か、管理に関する活動を

行っていない 

. 漁業者組織の漁業管

理活動は一定程度の

影響力を有している 

. 漁業者組織が管

理に強い影響力

を有している 

 

3.3.1.4 漁業者組織の経営や販売に関する活動 

 トラフグは山口県では県魚に指定されており(山口県 2016b)、全国漁業協同組合連合会等が

推進するプライドフィッシュプロジェクトでは山口県の冬季の魚として登録されて、販売促

進に資されている(全国漁業協同組合連合会 2021)。福岡県の漁業協同組合ふぐはえ縄船団で

は福岡県水産技術センターと連携して、市場特性に合わせた販売戦略を導入し付加価値の向

上が図られた(的場ほか 2010)。評価対象県の漁業協同組合、漁業協同組合連合会における経

営、販売等の取り組みとして、山口県漁協では購買、販売(山口県漁業協同組合 2021)、愛媛

県漁協では購買、販売、加工など(愛媛県漁業協同組合 2020)、福岡県漁連では購買、販売、

営業開発、加工など(福岡県漁連 2021b)、大分県漁業協同組合では販売、購買など(大分県漁

協 2021)、長崎県漁連では鮮魚活魚の販売、各種漁具の購買(長崎県漁連 2021b)、熊本県漁連
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では購買、販売等(熊本県漁連 2021)を行っている。またいくつかの各県漁業協同組合連合会

では直営の販売店も運営している。以上のとおり各県の漁業者組織は個別の漁業者では実施

が困難な経営上の活動を実施し水産資源の価値を最大化している。漁業者組織が全面的に活

動しており、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織がこれらの

活動を行っていない 

. 漁業者組織の一部が

活動を行っている 

. 漁業者組織が全面的

に活動を行っている 

 

3.3.2 関係者の関与 

3.3.2.1 自主的管理への漁業関係者の主体的参画 

 はえ縄については、各県資源管理指針によって、休漁等の措置に取り組まれている(山口県 

2018, 福岡県 2019, 長崎県 2021a, 熊本県 2013, 愛媛県 2011, 大分県 2019)。資源管理指針

のもとで漁業者団体により資源管理計画が実施されている場合が多い(水産庁 2020e)。これら

のための、漁協、はえ縄協議会等による内部の会合、さらにトラフグ資源管理検討会議等の

外部の会議への参加も必要と考えられ、合わせると会議日数は年間 12 日を越えると考えられ

る。以上より 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

なし 1-5日 6-11日 12-24日 1年に24日以上 

 

3.3.2.2 公的管理への漁業関係者の主体的参画 

 公的管理としては、県地先漁業に関する事項を処理し、県資源管理指針を協議・答申して

いる海区漁業調整委員会への参画がある。評価対象県の海区漁業調整委員会には関係漁業者

や関係漁業者が属する漁業協同組合、また漁業協同組合連合会の役員を含めて構成されてき

た(山口県 2016c, 福岡県 2016a, 長崎県 2016b, 熊本県 2016, 愛媛県 2016)。改正漁業法のも

とでも同様の委員が自薦、他薦の後に県議会の同意を得て知事から委員の任命を受けている

(山口県 2021, 福岡県 2021 長崎県 2021b, 熊本県 2021、大分県 2021)。また、隣県で連合海

区漁業調整委員会が組織される海区がある。国の定める資源管理指針において、トラフグは

複数都道府県をまたがる海域を回遊する広域魚種とされ、九州・山口北西海域のトラフグに

ついては日本海・九州西広域漁業調整委員会で資源管理の取組が行われている。この委員会

のメンバーは大臣選任枠 10、道府県互選枠 19 であるが、大臣選任枠には漁業者代表が 7 名

参画し、道府県互選枠は関係する海区漁業調整委員会委員が互選した者である(水産庁 2021e)。

瀬戸内海広域漁業調整委員会においても本系群は協議対象とされる場合がある。府県互選枠

は 9 である(水産庁 2021f)。トラフグを含む資源評価のスケジュールについて水産庁から説明
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を受けた水産政策審議会資源管理分科会には委員として全国漁業協同組合連合会の役員、特

別委員として全国海区漁業調整委員会連合会の役員が参画している(水産庁 2021g)。このよう

に関係漁業者、漁業者団体の役員が各レベルの委員会等に参画し、意思決定に関与している

ことから、5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし . 形式的あるいは限定的に参画 . 適切に参画 

 

3.3.2.3 幅広い利害関係者の参画 

 2014 年以降、本系群の資源管理を担っているトラフグ資源管理検討会には漁業関係者のほ

かに市場、流通関係者も参画している(水産庁 2014a)。各県の海区漁業調整委員会には学識経

験者、公益代表委員が参画してきており、改正漁業法下では学識経験者と利害関係を有しな

い者が参加している(山口県 2021, 福岡県 2021, 長崎県 2021b, 熊本県 2021, 大分県 2021)。

日本海・九州西広域漁業調整委員会と瀬戸内海広域漁業調整委員会には大臣選任委員として

各々学識経験者 3 人が参画している(水産庁 2021e, f)。トラフグを含む魚種について資源管理

のロードマップ等を協議する水産政策審議会資源管理分科会には、委員として大学研究者が、

特別委員として水産や港湾の海事産業で働く船員等で組織する労働組合、水産物持続的利用

のコンサルタント等からも参画している(水産庁 2021g)。トラフグの場合、遊漁による採捕は

無視できる。主要な利害関係者は資源管理に参画していると考えられるため 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者以外の利害関係

者は存在するが、実質

上関与していない 

. 主要な利害関係者

が部分的・限定的

に関与している 

. 漁業者以外の利害関係者が存在

しないか、ほぼすべての主要な

利害関係者が効果的に関与 

 

3.3.2.4 管理施策の意思決定 

 水産庁は、クロマグロ、スケトウダラ、トラフグ等の資源が悪化している魚種を事例とし

た資源管理の進め方を検討するために資源管理のあり方検討会を開催した(水産庁 2014c)。ト

ラフグの資源管理については研究機関、西日本延縄漁業連合協議会等からの報告も参考とし

て(水産庁 2014b)、「資源管理のあり方検討会の取りまとめを受けての対応について」を取り

まとめ(水産庁 2014d)、トラフグ資源管理全国検討会議(仮称)を立ち上げることとした。本系

群に関しては、資源状態が悪いため、公的な管理に加えて自主的な管理、さらに種苗放流を

行うことで資源回復を図ることが利害関係者、行政、有識者によって合意され、トラフグ資

源管理検討会議が組織されている(水産庁 2014a)。検討会では毎年更新される資源評価結果を

基に漁期、漁具の規制、種苗放流効果の向上等についての資源管理施策を協議する仕組みが

できている。検討会議は広域漁業調整委員会(日本海･九州西、瀬戸内海)と連携しており、統
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一方針は自県資源管理方針に反映される。ただし、このような仕組みの存在や施策見直しに

も拘わらず、なお資源は回復には向かっていない。このため、4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

意思決定機

構が存在せ

ず、施策に

関する協議

もなされて

いない 

特定の関係者を

メンバーとする

意思決定機構は

存在するが、協

議は十分に行わ

れていない 

特定の関係者をメ

ンバーとする意思

決定機構は存在

し、施策の決定と

目標の見直しがな

されている 

利害関係者を構

成メンバーとす

る意思決定機構

は存在するが、

協議が十分でな

い部分がある 

利害関係者を構成

メンバーとする意

思決定機構が存在

し、施策の決定と

目標の見直しが十

分になされている 

 

3.3.2.5 種苗放流事業の費用負担への理解 

 都道府県の区域を越えて回遊し漁獲される広域種については、その分布する海域の中で最

も放流効果の高い放流適地に種苗を放流するとともに、都道府県の区域を越えて種苗放流に

係る受益と費用負担の公平化に向けて取り組むことが重要である。このため、海域協議会に

おいては、海域の特性等を考慮して策定された「効率的かつ効果的な種苗生産及び種苗放流

に関する計画」(広域プラン)に示された資源造成の目標、種苗生産尾数、放流尾数、放流適地

等を勘案し、関係都道府県が種苗生産や放流等に取り組み、広域種の種苗放流に係る受益に

見合った費用負担の実現に向けた検討を行うように、水産動物の種苗の生産及び放流並びに

水産動物の育成に関する基本方針に謳われている(農林水産省 2015)。これを受けて、九州海

域トラフグ栽培漁業広域プランと瀬戸内海海域トラフグ栽培漁業広域プランが策定され、資

源管理と連携し、種苗放流に係わる費用負担のあり方等の検討も行いながら、効率的な種苗

の共同生産体制と効果的な適地への種苗放流について７カ年(2015～2021 年)を目処に展開し、

系群管理に対応したトラフグの資源造成型栽培漁業を推進している(九州海域栽培漁業推進

協議会 2015, 瀬戸内海海域栽培漁業推進協議会 2015)。 

九州地方知事会においてはトラフグの放流と受益割合に関する情報交換が実施されている

(九州地方知事会政策連合 2018)。福岡県の水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の

育成に関する基本計画では、トラフグは基準年における平均的技術開発段階の事業実証期(種

苗の生産･放流体制を整備した上で､放流効果を実証し､経費の低減を図るとともに､効果に応

じた経費の負担分配を検討する)から、目標年における技術開発段階の事業実施期(持続的な

栽培漁業が成立する)に技術開発水準の到達すべき段階を設定しており、受益に見合った費用

負担を検討するなど、広域種の種苗放流体制の構築体制に努めることとしている(福岡県 

2016b)。ふくおか豊かな海づくり協会は福岡県ふぐ延縄漁業連絡協議会から種苗生産を受託

している(ふくおか豊かな海づくり協会 2020)。長崎県の水産動物の種苗の生産及び放流並び

に水産動物の育成(栽培漁業)に関する基本計画においては、基準年の平均的技術開発段階で

すでに事業実施期(持続的な栽培漁業が成立する｡広域回遊性種については共同放流体制の構
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築を含む)に至っており、広域連携調査による放流効果の把握と事業化の実証に努め、海域協

議会等において広域種の種苗放流に係る受益に見合った費用負担の実現に向けた検討を行う

としている(長崎県 2016a)。第 7 次愛媛県栽培漁業推進基本計画では、事業化検討期(対象種

の資源量、加入量を把握し、資源に応じた放流数量を検討するとともに受益の範囲と程度を

把握する)から、事業化実証期(種苗の生産･放流体制を整備した上で､放流による効果を実証

し､経費の低減を図るとともに､効果に応じた経費の負担配分を検討)に技術開発段階を移行

するとしている(愛媛県 2015)。以上のように、受益者の公平な負担について検討がなされ、

一定の負担がなされている事例もあり、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

コストに関する透明性

は低く、受益者の公平

な負担に関する検討は

行われていない 

. 受益者の公平な負担につ

いて検討がなされている

か、あるいは、一定の負

担がなされている 

. コストに関する

透明性が高く、

受益者が公平に

負担している 
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4．地域の持続性 

概要 
漁業生産の状況(4.1) 

 トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群は、はえ縄(山口県、愛媛県、福岡県、長崎県、

大分県、熊本県)で大部分が獲られている。漁業収入は中程度で推移していた(4.1.1.1 3 点)。

収益率と漁業関係資産のトレンドについては、全国平均値の個人経営体のデータを用いた結

果、4.1.1.2 は 5 点と高く、4.1.1.3 は 2 点とやや低かった。経営の安定性については、収入の

安定性は 3 点と中程度で、漁獲量の安定性は 2 点とやや低かった。漁業者組織の財政状況は

5 点と高かった。操業の安全性は 5 点と高かった。地域雇用への貢献は高いと判断された

(4.1.3.2 5 点)。労働条件の公平性については、漁業で特段の問題はなかった(4.1.3.3 3 点)。 

加工・流通の状況(4.2) 

 買受人は各市場とも取扱数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引によ

る競争原理は概ね働いている(4.2.1.1 5 点)。取引の公平性は確保されている(4.2.1.2 5 点)。

関税は冷凍は基本が 5%であるが、各種の優遇措置を設けている(4.2.1.3 3 点)。卸売市場整備

計画等により衛生管理が徹底されている(4.2.2.1 5 点)。仕向けは多くが高級食材である

(4.2.2.2 5 点)。労働条件の公平性も特段の問題はなかった(4.2.3.3 3 点)。以上より、本地域

の加工流通業の持続性は高いと評価できる。 

地域の状況(4.3) 

 先進技術導入と普及指導活動は行われており(4.3.1.2 4 点)、物流システムは整っていた

(4.3.1.3 5 点)。地域の住みやすさは全体平均で 3 点であった(4.3.2.1)。水産業関係者の所得水

準は高めであった(4.3.2.2 4 点)。漁具漁法及び加工流通技術における地域文化の継続性は高

い(4.3.3.1 及び 4.3.3.2 5 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

 はえ縄 

② 評価対象都道府県の特定 

 山口県、愛媛県、福岡県、長崎県、大分県、熊本県 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象県における水産業並びに関連産業について、以下の情報や、その他後述する必要
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な情報を集約する。 

1) 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2) 過去 11 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3) 漁業関係資産 

4) 資本収益率 

5) 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

6) 地域の住みやすさ 
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4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 漁業収入の傾向として、4.1.2.1 で算出したふぐ類漁獲金額のデータをトラフグ漁獲金額の

代替値として利用した。関係県(あるいは県別大海区)のその他のはえ縄漁業による漁獲金額

を参照し、過去 9 年のうち上位 3 年間の平均と参照期間の最新年(2015 年､ただし大分県につ

いては秘匿のため 2014 年)の漁獲金額の比率を算出したところ、山口県:0.58(2 点)､福岡

県:1.18(5点)､長崎県:0.26(1点)､愛媛県:0.31(1点)､大分県:0.77(3点)､熊本県:0.44(1点)となった｡

これらを 2018 年漁獲量で重みづけした加重平均を行い全体の得点を算出し、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 2009～2018 年漁業経営調査報告(農林水産省 2010～2019)には、漁業種類別かつ都道府県別

のデータはないため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。漁業経営調査のうち個

人経営体統計の主とする漁業種類別統計を用いて 2014～2018 年の(漁労利益/漁業投下資本合

計)の平均値で評価する。その他のはえ縄 3～5 トン、10～20 トンのカテゴリのデータ 85%と

349%を使用し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 2009～2018 年漁業経営調査報告(農林水産省 2010～2019)には、漁業種類別かつ都道府県別

のデータはないため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。漁業経営調査個人経営

体統計のその他のはえ縄(3～5 トン及び 10～20 トン)を用いて過去 10 年のうち最も高い漁業

投下固定資本額の 3 年間の平均値と直近年で比較して評価する。その他のはえ縄 3～5 トン、

10～20 トンのカテゴリのデータ(29%で 1 点､70%で 3 点)により平均で 2 点と評価した。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 
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4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 県別漁業種類別のトラフグの漁獲金額は公表されていないことから、農林水産省の漁業・

養殖業生産統計より、関係県の「ふぐ類」総漁獲量に占める評価対象漁業種類による漁獲量

の割合を年別で算出し、これを本系群の漁獲金額の代替値として用いることで、最近 9 年間

(2006～2015 年)の漁獲金額の安定性を評価した。同漁業における 9 年間の平均漁獲金額とそ

の標準偏差の比率を求めたところ、山口県:0.32(3 点)､福岡県:0.35(3 点)､長崎県:0.54(2 点)､愛

媛県:0.70(2 点)､大分県:0.27(3 点)､熊本県:0.46(2 点)となった。これらを 2018 年漁獲量で重み

づけした加重平均を行い全体の得点を算出し、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 4.1.2.1 と同様、農林水産省の漁業・養殖業生産統計の「ふぐ類」の漁獲量データを代替値

として用いて、最近 9 年間の関係県(あるいは県別大海区)の評価対象漁業種類によるトラフ

グ漁獲量の安定性を評価した。各漁業について 9 年間の平均漁獲量とその標準偏差の比率を

求めたところ、山口県: 1.12(1 点)､福岡県: 0.16(4 点)､長崎県: 0.45(2 点)､愛媛県: 0.45(2 点)､大

分県: 0.51(2 点)､熊本県: 0.53(2 点)となった。これらを 2018 年漁獲量で重みづけした加重平均

を行い全体の得点を算出し、2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 山口県、愛媛県、福岡県、長崎県、大分県、熊本県の(ふぐ)はえ縄漁業を営む経営体は、主

に沿海漁協に所属している。各県の沿海漁協の経常利益(都道府県単位)は黒字であったこと

から(農林水産省 2020a)、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

経常収支は赤字となっているか､または

情報は得られないため判断ができない 

. 経常収支はほぼ

均衡している 

. 経常利益が黒字

になっている 

 

4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 2018 年の水産業における労働災害及び船舶事故による死亡者数のうち、評価対象漁業にお
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ける事故であることが特定されたか、もしくは、評価対象漁業である可能性を否定できない

死亡者・行方不明者数は、0 人であった(厚生労働省労働局 2019, 運輸安全委員会 2020)。し

たがって、1,000 人当たり年間死亡者数は、山口県、福岡県、長崎県、愛媛県、大分県、熊本

県のいずれも 0 人となる。評価対象の点数は、山口県 5 点、福岡県 5 点、長崎県 5 点、愛媛

県 5 点、大分県 5 点、熊本県 5 点となる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人漁期当たりの死

亡事故1.0人を超える 

0.75-1.0人 0.5-0.75人 0.25-0.5人 1,000人漁期当たりの

死亡事故0.25人未満 

 

4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 水産業協同組合は主たる事務所の所在地に住所を構えなければならないことが法律に定義

されており(水産業協同組合法第 6 条)、その組合員は組合が定める地区内に住所又は事業所

を有する必要がある(同法第 18 条)。そして漁業生産組合で構成される連合会も当該地区内に

住居を構える必要がある(同法第 4 章第 88 条)。法務省ほか(2017)によれば、技能実習制度を

活用した外国人労働者についても、船上において漁業を行う場合、その人数は実習生を除く

乗組員の人数を超えてはならないと定められている。以上のことから対象漁業の就業者は全

て当該地区内に居住しているとして 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 対象県のトラフグ漁業において、2020 年 9 月 17 日現在で公表されている労働基準関係法

令違反による送検事案はなかった(セルフキャリアデザイン協会 2020)。他産業では賃金の不

払いや違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、トラフグ漁業における労働条件

の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が極

端に悪い、あるいは、問題

が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用者

によって待遇が極端には違わず、

問題も報告されていない 

. 待遇が公

平である 

 

4.2 加工・流通の状況 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港(産地市場)での価格形成の状況を評価する。 
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4.2.1.1 買受人の数 

 山口県には 28 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 8 市場、

100～500 トン未満の市場が 8 市場あり、全体の約 9 割が年間取扱量 5,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 11 市場、20～50 人未

満の登録が 9 市場、10～20 人未満の登録が 5 市場、買受人が 5 人未満の小規模市場も 3 市場

存在している(農林水産省 2020b)。 

 愛媛県には 29 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 6 市場、

100～500 トン未満の市場が 13 市場あり、全体の約 9 割が年間取扱量 5,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 6 市場、20～50 人未満

の登録が 10 市場、10～20 人未満の登録が 5 市場、5～10 人未満の市場が 8 市場となっている

(農林水産省 2020b)。 

 福岡県には 11 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 1 市場、

100～500 トン未満の市場が 1 市場あり、全体の約 7 割が年間取扱量 5,000 トン未満の市場と

なっている。市場買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 8 市場、20～50 人

未満の登録が 3 市場存在している(農林水産省 2020b)。 

 長崎県には 20 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 7 市場、

100～500 トン未満の市場が 4 市場あり、全体の約 8 割が年間取扱量 5,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 2 市場、20～50 人未満

の登録が 10 市場、10～20 人未満の登録が 4 市場、5～10 人未満が 1 市場、5 人未満の小規模

市場も 3 市場存在している(農林水産省 2020b)。 

 大分県には 18 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 6 市場、

100～500 トン未満の市場が 3 市場あり、全体の約 9 割が年間取扱量 5,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 6 市場、20～50 人未満

の登録が 8 市場、10～20 人未満の登録が 1 市場、5～10 人未満が 3 市場ある(農林水産省 

2020b)。 

 熊本県には 15 か所の魚市場がある。このうち年間取扱量が 100 トン未満の市場が 2 市場、

100～500 トン未満の市場が 7 市場あり、全体の約 9 割が年間取扱量 5,000 トン未満の市場と

なっている。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場は 3 市場、20～50 人未満

の登録が 6 市場、10～20 人未満の登録が 2 市場、5～10 人未満が 4 市場となっている(農林水

産省 2020b)。 

 愛媛県、福岡県、大分県、熊本県では、産地市場に多くの買受人が登録されており、山口県

においてはトラフグは特定の市場で集中して取り扱われている。このことから市場の競争の

原理は働いており、公正な価格形成が行われている。一方、長崎県には小規模市場がある。

水揚げ量が少なく、自ずと買受人も少ない。このような小規模市場では漁獲物の特性によっ
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て買受人がセリ・入札に参加しない可能性があり、セリ取引、入札取引による競争原理が働

かない場合も生じると考えられることから、山口県・愛媛県・福岡県・大分県・熊本県 5 点、

少人数の市場も存在する長崎県を 4 点とし、漁獲量に基づく加重平均である総合評価を 5 点

とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

. 少数の買受人が

存在する 

. 多数の買受人が

存在する 

 

4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 2020 年 6 月 21 日に改正された卸売市場法が施行された。この第 4 条第 5 項により、業務

規程により定められている遵守事項として、取扱品目その他売買取引の条件を公表すること

とされ、また、卸売りの数量及び価格その他の売買取引の結果等を定期的に公表することと

された。また、従来規定されていた「県卸売市場整備計画」に係る法の委任規定が削除され

たことから、これまで各県が作成していた卸売市場整備計画を廃止する動きもあるが、これ

まで整備計画で定められていた事項は引き続き守られていくと考えられる。各県が作成して

いる卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性確保、人の確保等と並んで、取引の公平性・

競争性の確保が記載されている。水揚げ情報、入荷情報、セリ・入札の開始時間、売り場情報

については公の場に掲示されるとともに、買受人の事務所に電話・ファックス等を使って連

絡されるなど、市場情報は買受人に公平に伝達されている。これによりセリ取引、入札取引

において競争の原理が働き、公正な価格形成が行われていると考えられる(山口県 2017, 愛媛

県 2017, 福岡県 2016, 長崎県 2017, 大分県 2016, 熊本県 2017)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

. 信頼できる価格と量の情報が、次の市

場が開く前に明らかになり利用できる 

. 正確な価格と量の情

報を随時利用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 2020 年 4 月 1 日時点でのトラフグの実効輸入関税率は基本 5%であるが、WTO 協定を締結

しているものに対しては 3.5%となっており、また経済連携協定を結んでいる国は無税～3.5%

の関税率となっている(日本税関 2020)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

貿易の機会を与

えられていない 

. 何らかの規制により公正

な競争になっていない 

. 実質、世界的な競争市場に規

制なく参入することが出来る 
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4.2.2 付加価値の創出 

 ここでは加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評価する。 

4.2.2.1 衛生管理 

 愛媛県では、「第 10 次愛媛県卸売市場整備計画」(2017 年 3 月)に則り、県内の産地卸売市

場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている(愛媛県 

2017)。また、「愛媛県食品自主衛生管理認証制度」を制定し、衛生管理の徹底を図っている(愛

媛県 2020)。 

 山口県では、「山口県卸売市場整備計画(第 10 次計画)」(2017 年 3 月)に則り、県内の産地卸

売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている(山口県 

2017)。 

 福岡県では、「福岡県卸売市場整備計画(第 10 次計画)」(2016 年 12 月)に則り、県内の産地

卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている(福岡

県 2016)。 

 大分県では、「大分県卸売市場整備計画(第 10 次計画)」(2016 年 11 月)に則り、県内の産地

卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている(⼤分
県 2016)。 

 熊本県では、「熊本県産地卸売市場整備計画(第 10 次計画)」(2017 年 7 月)に則り、県内の産

地卸売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている(熊

本県 2017)。熊本市では、「熊本市食品自主衛生管理評価事業」を制定し、衛生管理の徹底を

図っていたが、食品衛生法等の一部が改正されたことにともなって廃止され(熊本市 2020a)、

新たに「熊本市 HACCP 適正普及推進事業」が進められている(熊本市 2020b)。 

 長崎県では、「長崎県卸売市場整備計画(第 10 次計画)」(2017 年 3 月)に則り、県内の産地卸

売市場及び小規模市場は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されている(長崎県 

2017)。 

 各県とも、5 年に一度改定される卸売市場整備計画に則り、産地卸売市場及び小規模市場

は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理されてきた。ただし、2020 年 6 月 21 日に

改正された卸売市場法が施行され、従来規定されていた「県卸売市場整備計画」に係る法の

委任規定が削除されたことから、これまで各県が作成していた卸売市場整備計画を廃止する

動きもあるが、これまで整備計画で定められていた事項は引き続き守られていくと考えられ

る。また、各県とも、食品の安全性を確保するための自主的管理認証制度を制定しており、

県・市町村の衛生基準の徹底とあわせて衛生管理が徹底されている。なお、2018 年 6 月 13 日

に食品衛生法等の一部が改正され、すべての食品等事業者を対象に HACCP に沿った衛生管

理に取り組むこととなったため、自主的管理認証制度についての取扱が変更される場合もあ

ると思われる。以上より 5 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の衛生管理基

準を満たしている 

. 高度な衛生管理

を行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

 養殖トラフグの増加によって、高級水産物市場のなかでは天然トラフグの地位はやや低下

しているが(宮田ほか 2013)、高級水産物に変わりはなく、また主に活魚で流通し、その後加

工(みがき)・冷凍されるトラフグもあるが、高級食材として利用されている。これらのことか

ら、大半が活魚、高級加工品(高級消費用)と判断されることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/

餌料 

. 中級消費用(冷

凍、大衆加工品) 

. 高級消費用(活魚、

鮮魚、高級加工品) 

 

4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 2018 年の水産食品製造業における労働災害による死傷者数は、山口県 21 人、福岡県 36 人、

長崎県 28 人、愛媛県 19 人、大分県 10 人、熊本県 13 人であった(厚生労働省 2019a)。2018 年

の水産関連の食料品製造業従事者数は、山口県 3,856 人、福岡県 5,917 人、長崎県 3,431 人、

愛媛県 3,245 人、大分県 1,252 人、熊本県 2,108 人であった(経済産業省 2020)。したがって、

1,000 人当たり年間死傷者数は、山口県 5.45 人、福岡県 6.08 人、長崎県 8.16 人、愛媛県 5.86

人、大分県 7.99 人、熊本県 6.17 人となる。評価対象の点数は、山口県 3 点、福岡県 2 点、長

崎県 1 点、愛媛県 3 点、大分県 1 点、熊本県 2 点、となり、漁獲量で重みづけした点数は 2.29

点なので、2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人年当たりの

死傷者7人を超える 

7人未満6人以

上 

6人未満4人以上 4人未満3人以

上 

1,000人年当たり

の死傷者3人未満 

 

4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 2018 年漁業センサスにより、トラフグを漁獲する各県における水産加工会社数を、全都道

府県の加工会社数の平均と比較すると(農林水産省 2020c)、山口県瀬戸内海区 2 点、愛媛県瀬

戸内海区 3 点、福岡県瀬戸内海区 1 点、長崎県 5 点、大分県瀬戸内海区 1 点、熊本県 4 点で、

各県の漁獲量による加重平均値は 2 点となる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 
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4.2.3.3 労働条件の公平性 

 対象県のトラフグに関わる加工・流通業者において、2020 年 9 月 17 日現在で公表されて

いる労働基準関係法令違反による送検事案はなかった(セルフキャリアデザイン協会 2020)。

他産業では賃金の不払いや違法な時間外労働を行わせた事例等があったものの、トラフグに

関わる加工・流通における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配

点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公

平である 

 

4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 トラフグを漁獲する山口県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 124 工場あり、冷蔵能力は 139,972 ト

ン(冷蔵能力を有する 1 工場当たり 1,157 トン)、1 日当たり凍結能力 7,192 トン、冷凍能力を

有する 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 79.0 トンである(農林水産省 2020c)。 

 愛媛県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 123 工場あり、冷蔵能力は 137,798 トン(冷蔵能力を有する

1 工場当たり 1,209 トン)、1 日当たり凍結能力 7,673 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1

日当たり凍結能力 101 トンである(農林水産省 2020c)。 

 福岡県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 111 工場あり、冷蔵能力は 620,517 トン(冷蔵能力を有する

1 工場当たり 111 トン)、1 日当たり凍結能力 2,261 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1 日

当たり凍結能力 35.9 トンである(農林水産省 2020c)。 

 長崎県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 208 工場あり、冷蔵能力は 189,804 トン(冷蔵能力を有する

1 工場当たり 913 トン)、1 日当たり凍結能力 4,886 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1 日

当たり凍結能力 23.5 トンである(農林水産省 2020c)。 

 大分県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 59 工場あり、冷蔵能力は 54,006 トン(冷蔵能力を有する 1

工場当たり 964 トン)、1 日当たり凍結能力 1,537 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1 日

当たり凍結能力 42.7 トンである(農林水産省 2020c)。 

 熊本県内の冷凍・冷蔵倉庫数は 77 工場あり、冷蔵能力は 57,614 トン(冷蔵能力を有する 1

工場当たり 768 トン)、1 日当たり凍結能力 656 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1 日当

たり凍結能力 13.4 トンである(農林水産省 2020c)。 

 各県とも好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、商行為を通

じて地域間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ量に対する必要量
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を満たしていると考えられることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

氷の量は

非常に制

限される 

氷は利用できるが、

供給量は限られ、し

ばしば再利用される

か、溶けかけた状態

で使用される 

氷は限られた

形と量で利用

でき、最も高

価な漁獲物の

みに供給する 

氷は、いろいろな形

で利用でき、氷が必

要なすべての魚に対

して新鮮な氷で覆う

量を供給する能力が

ある 

漁港において

氷がいろいろ

な形で利用で

き、冷凍設備

も整備されて

いる 

 

4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 山口県では、下関市地方卸売市場南風泊市場に全国から集荷された天然及び養殖トラフグ

の中から状態のよいトラフグを選別し、下関で確立された「活かし込み」及び「みがき処理」

によって高鮮度の「みがきふぐ」が生産されている。下関唐戸魚市場仲卸協同組合は、当組

合によって生産された「みがきふぐ」のブランド名である「下関ふく」を「特定農林水産物等

の名称の保護に関する法律(地理的表示法)」に基づいた名称(GI)として農林水産省に登録申請

し、2016 年 10 月に水産物として初めて GI に登録された(農林水産省 2020d)。福岡県におけ

るはえ縄漁業では、宗像地区地域水産業再生委員会が天然トラフグの商標登録、トラフグ稚

魚の放流、さらには自主的な再放流魚の体長制限に取り組んでいる(宗像地区地域水産業再生

委員会 2020)。熊本県におけるはえ縄漁業では、本渡・五和地区地域水産業再生委員会がトラ

フグの漁獲及び流通段階における取り扱いのガイドラインを設け、品質向上に取り組んでい

る(本渡･五和地区地域水産業再生委員会 2020)。なお、長崎県、愛媛県及び大分県におけるふ

ぐはえ縄漁業については、養殖トラフグの品質向上、高付加価値化、そして、ブランド化の

取り組みが確認された一方で、天然トラフグに関する資料が見つからなかった。以上より、

山口県、福岡県及び熊本県に 5 点、長崎県、愛媛県及び大分県に 3 点を配点し、総合して 4

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が部分的

にしか行われていない 

. 普及指導活動が行われ、最

新の技術が採用されている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map によりトラフグを主に水揚げしている漁港から地方、中央卸売市場、貿易港、

空港等の地点までかかる時間を検索すると、幹線道路を使えば複数の主要漁港から中央卸売

市場への所要時間は 2 時間半前後であり、ほとんどの漁港から地方卸売市場までは 1 時間前

後で到着できる。また空港、貿易港までも遅くとも 2 時間以内に到着可能であり、経営戦略

として自ら貿易の選択肢を選ぶことも可能である。以上より 5 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

主要物流ハ

ブへのアク

セスがない 

. 貿易港、空港のいずれかが近

くにある、もしくはそこへ至

る高速道路が近くにある 

. 貿易港、空港のいずれもが近

くにある、もしくはそこへ至

る高速道路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 地域の住みやすさ 

 地域の住みやすさの指標となる、「住みよさランキング」(東洋経済新報社 2020)による住み

よさ偏差値の各県沿海市の平均値を用いて評価した。住みよさ偏差値の値は、山口県 50.70(3

点)、愛媛県 49.76(3 点)、福岡県 48.90(2 点)、長崎県 49.04(3 点)、大分県 49.85(3 点)、熊本県

49.57(3 点)であり、漁獲量による加重平均は 3 点となる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47以

下 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47－

49 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が49－

51 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が51－

53 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が53以

上 

 

4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 本系群を漁獲する漁業の所得水準は、2018 年漁業経営調査の個人経営体調査から(農林水産

省 2019)、漁労所得をもとに 1 ヶ月当たりの給与に換算すると、その他はえ縄は 3～5 トンと

10～20 トンの平均で 491,250 円となる。これに対して、企業規模 10～99 人の男性平均値月給

は、山口県 347,417 円、愛媛県 327,600 円、福岡県 343,825 円、長崎県 310,133 円、大分県

341,100 円、熊本県 308,092 円となっており(厚生労働省 2019b)、比較した結果、長崎県、熊

本県で 5 点、その他の県で 4 点となり漁獲量による重み付けの結果 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

所得が地域平均

の半分未満 

所得が地域平

均の50-90% 

所得が地域平均

の上下10%以内 

所得が地域平均

を10-50%超える 

所得が地域平均

を50%以上超える 

 

4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 徳島県西由岐では、戦前からフグはえ縄が盛んであり、当初は底はえ縄のみを使用したが、

1980 年代半ばに浮きはえ縄(スジはえ縄)が導入された。山口県粭島には 1877 年ごろに福岡県

行橋市蓑島からフグはえ縄が伝わった。粭島では高松伊代作氏により明治 30 年代にカタガネ

と呼ばれる鋼線を用いたはえ縄が考案された(山口県広報広聴課 2005)。1960 年代半ば以降、

黄海・東シナ海でフグ漁場が開発されると、粭島では 19 トンと 40 トンの大型船も建造され



 
 

81

た。長崎県のフグはえ縄漁具に用いられる「松葉」は、山口県萩から 1954 年に堂島・有家に、

1955 年に長崎市茂木に伝わった。福岡県のフグはえ縄漁船は、1985 年ごろにスジはえ縄が普

及すると、9～11 月は底はえ縄、12 月～翌年 2 月にスジはえ縄を使用して操業した。福岡県

は鐘崎がトラフグ漁獲量の 9 割を占め、1985 年にスジはえ縄が導入された(松浦 2017)。 

 これらの経緯は、伝統的な漁具漁法を継承しつつ発展してきた地域の漁業を示しており、5

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法

に地域の特

徴はない 

. 地域に特徴的な、あるいは伝統的

な漁具・漁法は既に消滅したが、

復活保存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な漁具・漁法により

漁業がおこなわれている 

 

4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

 フグ食文化の起源は約１万年前にもさかのぼるとされるが(石丸 2021)、海外から見れば、

有毒魚を食すること自体が驚異であり、日本独自の食文化ともいえる。ふぐ類の中でも、ト

ラフグは最も美味とされ、最も高値で取引される。刺身(ふぐ刺、関西では“てっさ”)、鍋(ふぐ

ちり、関西では“てっちり”)、唐揚げ、焼ふぐ等さまざまに調理、賞味されている。白子(精巣)

は珍重され、焼き物、蒸し物等のほか、鍋にも入れる。皮は刺身に添えるほか、煮こごり等に

する。ひれは干して、弱火で炙り、熱燗を注いで、“ひれ酒”にする。卵巣・肝臓は強毒、腸は

弱毒、筋肉・精巣・皮膚は無毒である(井田ほか 2004)。フグの肉質の旨みを最も引き出すよ

う考えられた巧みな包丁捌きによる薄造りと、そこに透ける陶器の大皿の美しい色模様は芸

術的でもある。 

 記録に残るものとして、16 世紀の末に豊臣秀吉が朝鮮出兵の際に佐賀県の名護屋城に全国

から将兵を動員したところ、フグを食べて中毒死する者が多数出たことから「河豚食用禁止

の令」が出された(鷲尾 2021)。禁令は江戸時代にも引き継がれたが、一方で「あら何ともな

や 昨日はすぎて ふくの汁」(芭蕉)、「フグ食えば 仏も我もなかりけり」のように江戸時代の

俳句や川柳にフグが頻繁に登場することから、フグを食すことが庶民の間ではかなり普及し

ていたことがうかがわれる(日本水産資源保護協会 2002)。明治維新後はフグの食用について

規制がなく再び中毒死する者が増加したため、1882 年に「違警罪即決例」によりフグの食用

を全国的に禁止した(松浦 1997)。1888(明治 21)年、ときの総理大臣・伊藤博文が下関市に滞在

した際、料亭・春帆楼でフグの刺身を賞味したが、フグ食が禁じられていることを知ると、

その美味なることを惜しみ、フグ食禁止項目の削除を山口県令に働きかけ、解禁になったと

いわれている(酒井 2021)。以来、昭和期の高度経済成長の波に乗り、料亭や高級食材のイメ

ージとともに、山口県からフグ料理は全国に広まっていった。 

 そのような経緯もあり、山口県下関市には取扱量日本一を誇るフグ専門市場である南風泊
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市場があり、古くからフグを専門に扱う水産加工会社が存続している(成瀬 2011a)。松浦

(2017)によれば、「下関では 1964 年ごろから活け締め技術が始まり、1974 年に下関唐戸市場

から南風泊市場に移転した。下関南風泊水産団地協同組合には約 40 社が加盟し、身欠き加工

場や加工工場等が整備された。下関市内のフグ処理施設は 332 カ所あり、南風泊市場の背後

にある処理施設で加工されるフグの量は最大で 1 日当たり 5 万尾にのぼる。下関市内のフグ

料理店は 69 店ある」と報告されている。フグは下関の日常生活の中にも溶け込んでおり、正

月に福を招く「下関ふく」の刺身を賞味する家庭は少なくない。また、身欠きしたフグの味

噌汁は下関の家庭の味である。大鍋で作られたものは、「フク鍋」として、下関市内で開催さ

れるさまざまなイベントの折りに来場者に振舞われ、好評を博している(濱田 2009)。また、

山口県では橙(ダイダイ)が有名で、酢橙としてポン酢に使用し、それをやや甘口の地元の醤油

と合わせてフグの刺身を食べるというのが地域のこだわりだといってよい。同様に鍋で活躍

する春菊や薬味の小ネギも、下関のご当地野菜(大葉春菊･安岡ネギ)としてフグ食のために開

発伝承されてきたという報告もある(鷲尾 2021)。 

 福岡県も天然トラフグの全国有数の産地であり、12 月～翌年 3 月に旬を迎え、特に宗像漁

協ふぐ延縄船団が漁獲した天然トラフグを「鐘崎天然とらふく」と呼んでブランド化してい

る(福岡県 2018)。長崎県では刺身、三枚におろしたフグの身肉をさっと湯通しして食べる湯

引き、フグのあらを梅干しや野菜等と一緒に煮つけた「がね炊き」、から揚げ、握り寿司等が

知られている(成瀬 2011b)。大分県は昭和初期に書かれた木下謙次郎著「美味求真」に「豊

後姫島産のふぐが全国一で、下関の料亭もこれを仕入れる」とあり、「別府のふく料理」とし

て知られている(江後 1992)。近年では、大分県の一村一品運動の主力産品であるカボスを使

ったポン酢や「かぼす醤油」で、豊後水道で漁獲されたフク刺しを食べるのが大分流とされ

ている(大分市 2013)。愛媛県では、新居浜市発祥の「ふぐざく」(フグの白身と皮を小間切れ

にし、ポン酢にネギ、紅葉おろし、ゆでたカワハギの肝を薬味に添えたもの)等の料理が郷土

料理として知られている(中国四国農政局 2020)。 

 このように、現在我々が有毒のフグを美味かつ安全に享受する伝統を繫いできた背景には、

食品衛生法に基づき、フグの取り扱いについて一定の知識や技術を身につけた有資格者によ

り提供されてきた経緯がある。天然トラフグを味わう主流はやはり専門店での外食になるが、

最近では流通の仕方も多様となり、人々は自宅に居ながらにしてインターネットを経由し、

望む産地から料亭の味を直接取り寄せ楽しむ機会も増えた。そうした時代に自治体間に存在

するフグ取り扱いに関する基準の格差について、経済活動に支障をきたし是正されるべきも

のとする業界からの陳情により、全国的に基準を平準化しようとの目的で厚生労働省からガ

イドラインが出された(古川 2021, 厚生労働省 2020)。これにより、加工流通技術における地

域文化の継承性がほかの地域へも拡大することが期待される。なお、下関や福岡県では、古

くから漁業者をはじめとする水産関係者らが多数参列して「ふく供養祭」が行われている(朝
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日新聞社 2013)。祭礼等の精神性を重んじた伝統行事の遂行も、流通技術や地域文化の継承と

密接に結びついていると考えられる。以上のように、トラフグの主要な産地では高級な食材

としての加工調理法が継承されつつ発展してきたことから 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは伝

統的な加工・流通技術は既に

消滅したが、復活保存の努力

がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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5．健康と安全・安心 

5.1 栄養機能 

5.1.1 栄養成分 

トラフグ(養殖)の栄養成分は､表のとおりである(文部科学省 2016)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飽

和

一

価
不
飽

和

多

価
不
飽

和

kcal kJ g g g g g g g g mg g g g g

85 356 78.9 19.3 - 0.3 0.2 0.06 0.04 0.10 65 0.2 - (0) 1.3

ア
ミ

ノ
酸

組

成
に
よ

る

タ
ン

パ

ク
質

ト
リ

ア
シ

ル

グ
リ
セ

ロ
ー

ル
当

量

脂肪酸 コ

レ
ス
テ

ロ
ー

ル

利
用

可
能

炭

水
化
物

（
単
糖

当

量

）

食

物
繊
維

総

量

）

エ

ネ
ル
ギ
ー

水

分

タ

ン
パ
ク

質

脂

質

炭

水
化
物

灰

分

ナ

ト
リ
ウ

ム

カ

リ
ウ
ム

カ

ル
シ
ウ

ム

マ

グ
ネ
シ

ウ
ム

リ

ン
鉄

亜

鉛
銅

マ

ン
ガ
ン

ヨ

ウ
素

セ

レ
ン

ク

ロ
ム

モ

リ
ブ
デ

ン

mg mg mg mg mg mg mg mg mg μg μg μg μg

100 430 6 25 250 0.2 0.9 0.02 0.01 - - - -

無機質

α β α β γ δ

μg μg μg μg μg μg μg mg mg mg mg μg

3 0 0 - 0 3 4.0 0.8 0 0 0 (0)

レ

チ

ノ
ー

ル

活

性

当

量

トコフェロール

ビタミン（脂溶性）

A

D

E

K

レ

チ
ノ
ー

ル

カロテン β

❘

ク
リ

プ

ト

キ

サ

ン

チ

ン

β

❘

カ
ロ

テ

ン

当
量

B1 B2

ナ

イ
ア
シ

ン

B6 B12
葉

酸

パ

ン
ト
テ

ン
酸

ビ

オ
チ
ン

C

mg mg mg mg μg μg mg μg mg g

0.06 0.21 5.9 0.45 1.9 3 0.36 - Tr 0.3

ビタミン（水溶性）

食

塩
相
当

量



 
 

87

5.1.2 機能性成分 

5.1.2.1 タンパク質 

 タンパク質は、筋肉等の組織や酵素等の構成成分として重要な栄養成分のひとつである。

トラフグは、魚介類のなかでもタンパク質含量の多い魚である(大日本水産会 1999)。 

 

5.1.3 旬と目利きアドバイス 

5.1.3.1 旬 

 トラフグの旬は産卵前の冬である。この季節には、身が美味しくなり、うま味と甘味があ

って絶品といわれる白子が大きくなる(藤原 2010)。 

 

5.1.3.2 目利きアドバイス 

トラフグは一般の消費者は毒を取り除いた身欠きを購入する。身欠きは、やや飴色でふっ

くらしているものがよい(藤原 2010)。 

 

5.2 検査体制 

5.2.1 食材として供する際の留意点 

5.2.1.1 安全なフグの提供 

 フグには猛毒のテトロドトキシンが含まれており、含まれている部位は種によって異なっ

ている。このため、厚生労働省では、食べることができるフグの種類や部位を定めている(厚

生労働省 2020a)。トラフグの場合は筋肉、皮、精巣が食べられる部位である。2021 年 6 月 1

日の食品衛生法改正により、フグの取扱者や施設に関する要件は、食品衛生法の中で規定さ

れている。ふぐ処理を行うための要件は、① ふぐ処理登録者の設置、② 施設基準を満たす

ことである。施設基準の要件は、イ 除去した卵巣、肝臓等の有毒な部位の保管をするため、

施錠できる容器等を備えること。ロ ふぐの処理をするための専用の器具を備えること。ハ ふ

ぐを凍結する場合にあっては、ふぐを-18℃以下で急速に凍結できる機能を備える冷凍設備を

有すること (厚生労働省 2021)。 

 

5.2.1.2 交雑種の混獲 

近年、マフグとトラフグの雑種等のフグの交雑種の漁獲が見られている。ふぐは種によって

全身に毒があるものや食用フグでも種によって毒のある部位が異なっている。交雑により、

食用部位に毒が含まれる場合もあるため近年問題となっている。水産大学校を中心とした研
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究グループでは、雑種鑑別目利き技術を開発しているが(高橋 2021)、まだ普及に至っておら

ず、交雑種の鑑別は課題となっている。交雑種には、見分けが困難なものもあるため、現状

の対策としては、外観が少しでも異なるトラフグが漁獲された場合は廃棄することである。 

 

5.2.2 流通における衛生検査および関係法令 

 生食用生鮮魚介類では、食品衛生法第 11 条より、腸炎ビブリオ最確数が 100/g 以下と成分

規格が定められている。 

 

5.2.3 特定の水産物に対して実施されている検査や中毒対策 

地方自治体によっては、市の食品衛生検査所で、市場を流通するふぐ加工品を対象に、有毒

な部位が除去されているかについて目視試験と毒性検査を行っている(横浜市 2020)。 

 

5.2.4 検査で陽性となった場合の処置・対応 

市場に流通した水産物について、貝毒や腸炎ビブリオ最確数において、基準値を超えると食

品衛生法第 6 条違反(昭和 55 年 7 月 1 日,環乳第 29 号)となる。フグ毒検査で有毒な部位が除

去されていなかった場合は、食品衛生法第 6 条第 2 号に基づき、有毒部位による食中毒の防

止を行う。横浜市の場合は、加工施設を所管する自治体が該当製品の速やかな回収命令を行

うとともに、記者発表等の手段により周知する。また、再発防止を目的として、調理や加工

を行った施設に対する措置命令や販売停止といった行政処分を行う(横浜市 2020)。 

 

5.2.5 家庭で調理する際等の留意点 

5.2.5.1 フグ毒による食中毒防止 

フグは、フグ処理の有資格者や認定者により処理された毒のない部分が流通されている。

一方、自分で釣ったフグを調理するなど、素人調理による食中毒が毎年発生している。釣っ

たフグ等を素人調理したフグや、知人から譲り受けたフグを食べないようにする。なお、フ

グ毒(テトロドトキシン)は、塩もみ、水洗、加熱で分解したり、毒が弱くなったりはしない(厚

生労働省 2020b)。 
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６．評価点積算表
系群・地域 トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群・東シナ海 参考値
漁業 はえ縄、釣り、小型定置、小底 3.5
年

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

生物学的情報の把握 3.5 1.0
モニタリングの実施体制 3.8 1.0

資源評価の方法と評価の客観性 4.5 1.0
種苗放流効果* 3.7 1.0

対象種の資源水準と
資源動向

対象種の資源水準と資源動向 1.0 1.0 1.0 1.0

現状の漁獲圧が対象種資源の持続的生産に
及ぼす影響

1.0 1.0

現状漁獲圧での資源枯渇リスク 1.0 1.0
資源評価結果の漁業管理への反映 2.0 1.0

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

基盤情報の蓄積 4.0 1.0
科学調査の実施 4.0 1.0

漁業活動を通じたモニタリング 3.0 1.0
混獲利用種 2.5 1.0

混獲非利用種 4.0 1.0
希少種 4.0 1.0

食物網を通じた間接作用 3.3 1.0
生態系全体 5.0 1.0

種苗放流が生態系に与える影響* 4.7 1.0
海底環境（着底漁具を用いる漁業） 4.7 1.0

水質環境 4.0 1.0
大気環境 4.0 1.0

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

インプット・コントロール又はアウトプット・コント
ロール

3.0 1.0

テクニカル・コントロール 4.0 1.0
種苗放流効果を高める措置* 5.0 1.0

生態系の保全施策 4.5 1.0
管理の執行 4.0 1.0
順応的管理 3.0 1.0
集団行動 5.0 1.0

関係者の関与 4.2 1.0

大項目 中項目
中項目_
評価点

中項目_
重み

大項目_
重み

大項目_
評価点

評価軸_
総合点

漁業関係資産 3.3 1.0
経営の安定性 3.3 1.0

就労状況 4.3 1.0
市場の価格形成 4.3 1.0
付加価値の創出 5.0 1.0

就労状況 2.3 1.0
水産インフラストラクチャ 4.7 1.0

生活環境 3.5 1.0
地域文化の継承 5.0 1.0

* 種苗放流を実施している魚種についてのみ適用

地域の状況 1.0 4.4

1.0 4.6

地域の持続性

漁業生産の状況 1.0 3.7

4.0加工・流通の状況 1.0 3.9

漁業の管理

管理施策の内容 1.0 4.1

4.1

執行の体制 1.0 3.5

共同管理の取り組み

生態系・環境への配慮

操業域の環境・生態
系情報、科学調査、

モニタリング
1.0 3.7

3.8

同時漁獲種 1.0 3.5

生態系・環境 1.0 4.3

資源の状態

対象種の資源生物
研究・モニタリング・

評価手法
1.0 3.9

2.1

対象種に対する漁業
の影響評価

1.0 1.3



資源の状態

大項目 小項目 漁業 スコア
漁業
別

重み*
スコア

小項目_重
み

中項目_評
価点

分布と回遊 3 1.0
年齢・成長・寿命 3 1.0

成熟と産卵 3 1.0
種苗放流に必要な基礎情報

* 5 1.0
科学的調査 2 1.0

漁獲量の把握 4 1.0
漁獲実態調査 4 1.0

水揚物の生物調査 3 1.0
種苗放流実績の把握* 5 1.0

天然種苗と人工種苗の識別状況* 5 1.0
資源評価の方法 4 1.0

資源評価の客観性 5 1.0
漁業生産面での効果把握* 5 1.0
資源造成面での効果把握* 5 1.0
天然資源に対する影響* 1 1.0

対象種の資源水
準と資源動向

対象種の資源水準と資源動向 1 1.0 1.0

現状の漁獲圧が対象種資源の持続的生産
に及ぼす影響

1 1.0 1.0

現状漁獲圧での資源枯渇リスク 1 1.0 1.0
漁業管理方策の有無 2 1.0
予防的措置の有無 2 1.0

環境変化が及ぼす影響の考慮 2 1.0
漁業管理方策の策定 1 1.0

漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU漁
業などの考慮

3 1.0

生態系・環境への配慮

大項目 小項目 漁業 スコア
漁業
別

重み*
スコア

小項目_重
み

中項目_評
価点

基盤情報の蓄積 4 1.0 4.0
科学調査の実施 4 1.0 4.0

はえ縄 3 0.61
釣り 3 0.18
小型定置 3 0.12
小底 3 0.09
はえ縄 2 0.61
釣り 4 0.18
小型定置 3 0.12
小底 2 0.09
はえ縄 4 0.61
釣り 4 0.18
小型定置 4 0.12
小底 4 0.09
はえ縄 4 0.61
釣り 4 0.18
小型定置 4 0.12
小底 4 0.09

捕食者 5 1.0
餌生物 3 1.0
競争者 2 1.0

はえ縄 5 0.61
釣り 5 0.18
小型定置 5 0.12
小底 5 0.09

種苗の遺伝的健全性確保のための必要親
魚量確保*

4 1.0

遺伝子撹乱回避措置* 5 1.0
野生種への疾病蔓延回避措置* 5 1.0

はえ縄 5 0.61
釣り 5 0.18
小型定置 5 0.12
小底 2 0.09
はえ縄 4 0.61
釣り 4 0.18
小型定置 4 0.12
小底 4 0.09
はえ縄 4 0.61
釣り 4 0.18
小型定置 4 0.12
小底 4 0.09

大気環境

* 種苗放流を実施している魚種についてのみ適用

1.0

水質環境

4.0

4 1.0 4.0

対象種の資源生
物研究・モニタリン

グ

操業域の環境・生
態系情報、科学
調査、モニタリン

グ 3 1.0

2.0

中項目

基盤情報の蓄積
科学調査の実施

混獲利用種混獲利用種

3.0

2.48

漁業活動を通じたモニタリング漁業活動を通じたモニタリング

漁業種類に対する重みは2018年東シナ海区におけるふぐ類漁獲量比を用いた（はえ縄272ﾄﾝ、釣り79ﾄﾝ、小型定置52ﾄﾝ、小底40ﾄﾝ）

同時漁獲種

1.0 2.5

希少種希少種 4 1.0 4.0

中項目

生物学的情報の把握 3.5

モニタリングの実施体制 3.8

資源評価の方法と評価の客観性 4.5

種苗放流効果* 3.7

生態系全体生態系全体

4.7

対象種の資源水準と資源動向

対象種に対する
漁業の影響評価

現状の漁獲圧が対象種資源の持
続的生産に及ぼす影響

現状漁獲圧での資源枯渇リスク

資源評価結果の漁業管理への反
映

混獲非利用種混獲非利用種 4 1.0 4.0

生態系・環境

大気環境 4

5 1.0 5.0

食物網を通じた間接作用 3.3

種苗放流が生態系に与える影響*

海底環境（着底漁具を用いる漁
業）

海底環境（着底漁具を用いる漁業） 4.73 1.0 4.7

水質環境



漁業の管理

大項目 小項目 漁業 スコア
漁業
別

重み*
スコア

小項目_重
み

中項目_評
価点

インプット・コントロール又はアウトプット・コ
ントロール

3 1.0 3.0

テクニカル・コントロール 4 1.0 4.0
種苗放流効果を高める措置* 5 1.0 5.0

環境や生態系への漁具による影響を制御
するための規制

5 1.0

生態系の保全修復活動 4 1.0
管轄範囲 2 1.0
監視体制 5 1.0
罰則・制裁 5 1.0
順応的管理 3 1.0 3.0

資源利用者の特定 5 1.0
漁業者組織への所属割合 5 1.0

漁業者組織の管理に対する影響力 5 1.0
漁業者組織の経営や販売に関する活動 5 1.0

自主的管理への漁業関係者の主体的参画 4 1.0
公的管理への漁業関係者の主体的参画 5 1.0

幅広い利害関係者の参画 5 1.0
管理施策の意思決定 4 1.0

種苗放流事業の費用負担への理解* 3 1.0

地域の持続性

指標 小項目 漁業 スコア
漁業
別

重み*
スコア

小項目_重
み

中項目_評
価点

漁業収入のトレンド 3 1.0
収益率のトレンド 5 1.0

漁業関係資産のトレンド 2 1.0
収入の安定性 3 1.0

漁獲量の安定性 2 1.0
漁業者団体の財政状況 5 1.0

操業の安全性 5 1.0
地域雇用への貢献 5 1.0
労働条件の公平性 3 1.0

買受人の数 5 1.0
市場情報の入手可能性 5 1.0

貿易の機会 3 1.0
衛生管理 5 1.0
利用形態 5 1.0

労働の安全性 2 1.0
地域雇用への貢献 2 1.0
労働条件の公平性 3 1.0

製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 5 1.0
先進技術導入と普及指導活動 4 1.0

物流システム 5 1.0
地域の住みやすさ 3 1.0

水産業関係者の所得水準 4 1.0
漁具漁法における地域文化の継続性 5 1.0

加工流通技術における地域文化の継続性 5 1.0

4.5

4.0管理の執行

加工・流通の状況

市場の価格形成 4.3

付加価値の創出 5.0

就労状況 2.3

地域の状況

水産インフラストラクチャ 4.7

地域文化の継承 5.0

生活環境 3.5

テクニカル・コントロール

漁業生産の状況

 集団行動

順応的管理

漁業関係資産

3.3経営の安定性

共同管理の取り組
み

5.0

関係者の関与 4.2

中項目

4.3就労状況

3.3

執行の体制

インプット・コントロール又はアウト
プット・コントロール

種苗放流効果を高める措置*

中項目

管理施策の内容

生態系の保全施策




